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第1章  調査概要 
                                          

調査概要は、以下のとおり。 

 

1－1  調査目的 

「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申） 」での提言を踏まえ、中央教

育審議会大学分科会では、令和２年１月に「教学マネジメント指針 」を策定した。教学

マネジメントの確立に当たっては、学修者本位の教育への転換という目標に向け、様々な

教育改善の取組を有機的に組み合わせて実現する必要があることから、従前のいわゆる

「供給者目線」で教育を提供してきた大学がゼロベースで教学マネジメントの確立に向け

た取組を進めるには多大な困難が伴うことが予想される。 

そのため、文部科学省としては、教学マネジメントの確立の観点から全国の大学にとっ

て参考となる先進的な取組事例を収集し、その普及を図ることを目的に、好事例集として

取りまとめる。 
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1－2  調査方法 

好事例の収集 

教学マネジメントの確立の観点から特徴的な取組を行っている大学を選出し、当該取組

と教学マネジメント指針における各プロセスとの対応関係を明らかにしながら、当該取組

の具体的な内容を好事例として収集した。 

好事例として抽出した大学については、WEB リモートヒアリングにより詳細を把握した。 

■教学マネジメント指針における「Ⅰ～Ⅴのプロセス」■ 

Ⅰ「三つの方針」

を通じた学修目

標の具体化 

教育の質保証に向けた個々の取組の基点となる各学位プログラムの

「卒業認定・学位授与の方針」は、学生の学修目標として、また、卒業

生の資質・能力を保証するものとして機能すべく、明確かつ具体的に定

められることが必要である。 

Ⅱ授業科目・教

育課程の編成・

実施 

Ⅰの学修目標の具体化に当たっては、明確な到達目標を有する個々の

授業科目が学位プログラムを支える構造となるように、体系的かつ組

織的な教育課程が編成される必要がある。その際、密度の濃い主体的な

学修を可能とする前提として、授業科目の精選・統合のみならず、学生

が同時に履修する授業科目数の絞り込みを行うことが求められる。 

Ⅲ学修成果・教

育成果の把握・

可視化 

大学の教育活動を学修目標に則して適切に評価するためには、その限

界には留意しつつも、一人一人の学生が学位プログラムを通じて得た

自らの学びの成果（学修成果）や、大学が学位プログラムを通じて「卒

業認定・学位授与の方針」に定められた資質・能力を備えた学生を育成

できていること（教育成果）に関する情報を的確に把握・可視化する必

要がある。学生が「卒業認定・学位授与の方針」に定められた資質・能

力を身に付けられていることを実感・説明でき、大学が教育課程の改善

に活用できるようにするためにも、複数の情報を組み合わせた多元的

な把握・可視化が必要である。その際、大学教育の質保証の根幹として、

また、学修成果・教育成果の可視化を適切に行う上での前提として、成

績評価の信頼性を確保する必要がある。 

Ⅳ教学マネジメン

トを支える基盤 

Ⅰ～Ⅲの取組を実現する上では、ＦＤ及びＳＤを通じた教職員の能力

の向上や教育改善活動、教学に関わるインスティテューショナル・リサ

ーチ（以下「教学ＩＲ」という。）の進展が必要不可欠である。 

Ⅴ情報公表 各大学が外部に対し積極的に説明責任を果たしていくことにより、在

学生や学費負担者、入学希望者等の直接の関係者に加え、社会からの信

頼と支援を得るという好循環を形成することが求められる。また、社会

からの評価を通じた大学教育の質の向上を進めることが求められる。

大学全体の教育成果や教学に係る取組状況等の大学教育の質に関する

情報を、様々な角度から示せるよう公表していくことが重要である。 
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ＰＲ映像の作成 

（１）で抽出した教学マネジメントの確立の観点から特徴的な取組を行っている大学の

うち、著名な取組や特徴的な事例を選定し、教学マネジメント指針に関する PR 映像の制作

を行った。 

事例は、教学マネジメント指針のⅠ～Ⅴのプロセスごとに 1 事例程度抽出を行った。 

PR 映像の構成は、下記の通り。 

 

 

■ＰＲ映像構成■ 

教学マネジメント 

確立に向けて 

・文部科学省 大学振興課 / 教学マネジメント確立に向けて 

 

Ⅰ「三つの方針」を通じ

た学修目標の具体化 

・立命館大学 / アセスメント・プラン 

 

Ⅱ授業科目・教育課程

の編成・実施 

・桜美林大学 / 体系的な履修サポート 
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Ⅲ学修成果・教育成果

の把握・可視化 

国際基督教大学 / 授業効果調査 

 

Ⅳ教学マネジメントを支

える基盤 

山形大学 / 教学 IRの理解促進・制度の整備 

 

Ⅴ情報公表 

金沢工業大学 / 社会への教育成果の公表 

 

社会からみた教学マネジ

メント 

リクルート進学総研 / 社会からみた教学マネジメント 
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有識者会議の開催 

事業実施にあたっては、好事例の選定方法の検討や、対象となる大学の実際の選定等を行

うため、大学教育に明るい者を中心とする有識者会議を組織し、調査研究の節目において必

要な助言を得た。 

開催概要、検討委員構成は、下記のとおり。 

 

■有識者会議 開催概要■ 

回 時期 テーマ 

第 1 回 令和 2 年 12 月 3 日 ・対象となる大学の選定 

・PR 映像の内容検討 

第 2 回 令和 3 年 3 月 26 日 ・PR 映像の撮影結果報告 

・成果報告書の検討 

 

■検討委員名簿（五十音順 敬称略）■ 

大森 昭生  共愛学園前橋国際大学 学長 

 

沖 裕貴   立命館大学教育開発推進機構 教授 

 

小林 浩   リクルート進学総研 所長 

リクルート「カレッジマネジメント」編集長 

 

小林 雅之  桜美林大学総合研究機構 教授  

 

◎日比谷 潤子 学校法人聖心女子学院 常務理事  

 

※◎は座長 
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第2章  事例の紹介 
                                          

 

文献調査、及び有識者委員会の結果を踏まえて、教学マネジメントの確立の観点から特徴

的な取組を行っている大学へのヒアリングによる事例の収集を行った。 

 

■調査対象 

・立命館大学 

・桜美林大学 

・国際基督教大学 

・山形大学 

・金沢工業大学 

・筑波大学 

・横浜国立大学 

・愛媛大学 

・山梨県立大学 

・共愛学園前橋国際大学 

・東京都市大学 

・北陸大学 

・関西大学 

・独立行政法人国立高等専門学校機構 

 

なお、好事例として収集した各大学の取組について、指針中Ⅰ～Ⅴのプロセス及びそこ

で述べられている取組等との対応関係をマッピングした。 

結果は、下記の通り。 
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■本調査研究で好事例として取り上げた各大学の取組と教学マネジメント指針Ⅰ～Ⅴのプロセスとの対応関係■ 

 

 

事例調査の結果は、次ページ以降のとおり。 

 

大学全体 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

学位プログラム 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

授業 〇 〇 〇 〇 〇

取組

アセスメ

ントプラ

ンの作成

学修目標

の明確化

教育点検

評価（モ

ニタリン

グ）の実

施

カリキュ

ラムマッ

プ・カリ

キュラム

ツリーの

策定

アドバイ

ザー制度

建学の理

念やDP

に則した

教育課程

の編成

授業科目

の精選・

統合

学期制の

見直し

成績評価

基準の明

確化

GPA制度

学生アン

ケートの

実施

授業評価

アンケー

トの実施

アセスメ

ントテス

トの実施

ポート

フォリオ

の活用

ルーブ

リックの

作成

ＦＤ・

SDプロ

グラム

マネジメ

ント層へ

のFD・

SD

教育支援

セン

ター・学

修支援セ

ンターの

設置

教学IR部

門、教学

マネジメ

ント部門

の設置

学生情報

の共有化

組織対組

織の情報

交換

インター

ネット上

での学生

の情報発

信

情報公表

における

データ活

用

立命館大学 〇 〇 〇 〇

桜美林大学 〇 〇 〇 〇

国際基督教大学 〇 〇 〇

山形大学 〇 〇 〇

金沢工業大学 〇 〇 〇

筑波大学 〇 〇 〇

横浜国立大学 〇 〇

愛媛大学 〇 〇 〇 〇 〇

山梨県立大学 〇 〇 〇

共愛学園前橋国際大学 〇 〇 〇 〇

東京都市大学 〇 〇 〇 〇 〇

北陸大学 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

関西大学 〇 〇 〇 〇

国立高等専門学校機構 〇 〇 〇 〇

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ
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2－1  立命館大学 

 

取組１：プログラム・レベルでのアセスメント・プランの作成（Ⅰ「三つの方針」を通じた学修目

標の具体化）、「学びと成長調査」の実施（Ⅲ学修成果・教育成果の把握・可視化） 

（１）取組の概要 

立命館大学では、機関レベル、プログラム・レベル、科目レベルでアセスメント・プラン

を策定し、検証を行うことを求めている。ここでは、プログラム・レベルでの検証について

概要を述べる。 

策定したアセスメント・プランに則って、大学教育の成果を点検・評価する。各学部・学

科は、まず 1 年間の計画を立て、その中でアセスメント・プランに則り、できるだけ数値化

できる目標設定を行う。 

この目標は、目標達成を測る評価指標・評価基準を備え、それに基づき達成度を把握する

ように設定される。当大学では、このような明確な指標・基準に基づいて目標設定や評価を

行う、言わば「評価文化」が根付きつつある。 

 

 

（２）取組の成果 

従来の「教学総括・次年度計画（自己点検評価報告書）」は、学部・研究科ごとにどのよ

うなことを実施したかなどの定性的な結果報告に留まっており、評価指標・評価基準に基づ

アセスメント・プラン 
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いた定量的検証は十分に行えていなかった。 

現在は、概要に述べたとおり、指標・基準をもとにした定量的な点検・評価が行われ、根

拠に基づいた成果の把握が可能となっている。その把握した成果は、自己点検評価報告書に

反映され、PDCA サイクルに則ったわかりやすい報告書として提出されている。 

また、このような取り組みは教職員の労力を軽減することにも繋がる。あらかじめ目標や

指標、評価等の基準が整備されていれば、これに基づいて評価結果を整理していけばよく、

後付けで苦労して成果内容を取りまとめる必要もない。 

 

（３）取組の工夫点 

①主観的データと客観的データの組み合わせによる評価 

教育成果の点検・評価には、学生の「主観的データ」と「客観的データ」が組み合わされ

て用いられている。主観的データは主に、学生に対して行われる「学びと成長調査（アンケ

ート調査）」の結果が、客観的データは成績や GPA の分布、履修状況などの各種データが用

いられる。 

②全学での「学びと成長調査」の実施 

「学びと成長調査」は、カリキュラムの妥当性・有効性を把握することを主目的とする学

生を対象とする調査である。当初は「学びの実態調査」として試行的に一部の学部・研究科

で導入され、その後、改善を重ねて、2016 年から教学部が実施する全学的な取り組みとし

て実施された。 

全学での共有設問（DP の達成度やどのような学習機会があったか、学習過程やその成果、

満足度など）をベースとして、それぞれの学部・研究科が独自の設問（新設プログラムに関

するもの等、各学部・研究科が重点的に把握したい項目）を加えつつ運用されている。 

なお、学部・研究科によっては、学生 ID と紐づけた形で調査が実施され、学生への調査

結果のフィードバックが可能であるところもある。このような調査結果が多くの学部で蓄

積されていけば、学生個々人への本格的なフィードバックも可能となるであろう。 
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取組 2：同一科目の複数開講科目における評価平準化（Ⅲ学修成果・教育成果の把握・可視

化） 

（１）取組の概要 

立命館大学では、同じ科目名で複数開講されている授業がある場合、質の担保のために科

目担当者会議を設けて教員間の認識の共有を図っている。科目概要や到達目標は比較的統

一しやすいが、成績評価方法にばらつきが出やすい。教員によっては成績評価が甘過ぎたり

厳しすぎたりする場合があるので、学生からのクレームを招きやすい。これを避けるため、

科目担当者会議でルーブリックを活用した成績評価を導入し、統一を図るところも多くな

ってきた。ルーブリックを用いた成績評価は教育・学修支援センターで行っている新任教員

対象実践的 FD プログラムでも開講されており、教員間での授業見学も含めて多くの科目

担当者会議で実践されている。 

 

（２）取組の成果 

従来は、同じ科目名でも教員が違う場合、科目概要や到達目標、成績評価の方法などに齟

齬があった。現在では、科目担当者会議でそれらが統一されることにより、科目の質が担保

されている。 

 

（３）取組の工夫点 

①シラバス入稿マニュアルなどでの工夫 

立命館大学では「シラバス入稿マニュアル」に沿ってシラバスが書かれているかを点検す

る「シラバス点検」も行っている。点検の結果次第では、シラバスの書き直しも行われるこ

とがある。たとえば、到達目標についても、従来のシラバスでは「○○を教える」や「○○

について論じる」など抽象的な表現が散見されたが、現在では、成績評価方法と連動した、

学生を主語とする明確な到達目標がシラバスに明記されるようになっている。 
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取組３：実践的ＦＤプログラム（Ⅳ教学マネジメントを支える基盤） 

（１）取組の概要 

立命館大学の「実践的 FD プログラム」は教育・学修支援センターが実施している新任教

員向けの取り組みである。諸外国ではこのような新任教員向けの研修を重視しており、国に

よっては所定の時間数の研修を受け、修了証明書がないと教壇に立てない場合もある。本学

では、2009 年度より本プログラムを実施し、2020 年度には日本高等教育開発協会（JAED）

よりプログラム認証を受けた。 

この実践的 FD プログラムは、JAED で「⼤学教員の基本的な教育職能の基準枠組」と呼

ばれ、本学では「教授・学習支援能力」と呼ばれる能力項目に沿って体系的に講座が配置さ

れている。 
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（２）取組の成果 

実践的 FD プログラムの履修は任意であるが、必須受講者の最近の修了率は 80％前後で

ある。 

各新任教員は熱心に受講しており、満足度も高い。例えば、コロナ禍の影響で、ウェブ授

業が増えるなど、新任教員にとっては困惑する場面も多かったが、そういった苦労を共有し、

対策を協議するミーティングなども重ねた結果、2020 年度も教員からの評判は非常に高い

ものとなっている。 

このような新任教員研修を継続的に行っていくことにより、学生や学生の学びを大切に

する文化が、さらに進展していくことを期待している。 

 

（３）取組の工夫点 

①修了証の発行 

所定のプログラムを修了した教員には学部長・研究科長等の臨席のもと、学長から修了証

が発行される。また、日本高等教育開発協会（JAED）からプログラム認証を受けたことは、

将来的に同じ認証を受けた大学間での修了証が共通化されることが望まれる。 
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2－2  桜美林大学 

 

取組１：カリキュラムマップの策定（Ⅱ授業科目・教育課程の編成・実施） 

（１）取組の概要 

桜美林大学では、大学全体の DP を策定、これに基づいて各学群（学部相当）・専攻プロ

グラム等（学科相当）においても DP を策定している。これらの DP に則った形で各学群・

専攻プログラム等のカリキュラムマップを策定している。 

【カリキュラムマップ例：グローバル・コミュニケーション学群】 
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（２）取組の成果 

大学の DP、また各学群・専攻プログラム等の DP とカリキュラムをマッピングしたこと

で、当大学の科目の偏りなどを把握することができ、カリキュラムの調整ができるなど成果

を得ている。 

また、現行のカリキュラマップでは DP と各科目の関係性を「◎：強く学修成果を求める

もの」などで整理しているが、今後は数値化することで、DP との関係性を整理していく。

このことにより、大学側は提供している科目と DP の関係を定量的に検証・調整することが

可能となり、DP 内にある科目配列・バランスなどをチェックすることができる。学生は、

自身が履修している科目と DP との兼ね合いの中でのバランスを可視することができるよ

うになる。 

 

取組２：履修モデル・アドバイザー指導（Ⅱ授業科目・教育課程の編成・実施） 

（１）取組の概要 

上述のようなカリキュラムマップは、学生の履修の目安とはなるが、具体的にどのような

科目を履修していった方が良いかなど具体的な資料にはなりにくい。そこで、当大学では、

DP 及びカリキュラムマップに則った形で、各学群・専攻プログラム等の履修モデルを作成

し、学生の履修プラン作成に役立てている。 

ただし、この履修モデルは各学群・専攻プログラム等の標準的なモデルであるため、学生

個々人の志向によっては調整が必要になる。そこで、学生がスムースに調整が行えるように、

アドバイザー制度を活用している。アドバイザーによる指導は、当初は「アカデミックアド

バイザー制度」という名称で教学に特化していたが、“学生の生活面もケアする”という趣

旨で、現在は「アドバイザー制度」として広範囲に運用している。 

本制度では、指導教員がアドバイザーとなり学生に直接指導をする。履修登録の際はアド

バイザーが、履修内容を確認してそれを承認する。このプロセスにより学生は履修内容が卒

業要件を満たしているのかなどもあわせてアドバイジングを受けることができる。 
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（２）取組の成果 

各学生は、履修モデルを参考に履修を行っている。これに加え、履修登録のためのアドバ

イジングも積極的に活用している。特に 1 年時は、教員と face to face での相談ができ、履

修関係のみならずレポートの書き方指導なども受けられることで好評を得ている。また、ア

ドバイザーを負担とする教員からの不満は聞かれておらず、むしろ学生とコミュニケーシ

ョンできることについて好評価を得ている。 

 

（３）取組の工夫点 

①職員による後方支援 

アドバイジングは、担当する教員によって、受け持つ学生数に差が生じることがあり、人

数が多く教員の手が回りきらない場合は職員が後方支援を行うなど、教員と職員が協働で

学生へのサポートを行っている。 

場合によっては、1 人の教員が数十人の学生のアドバイスを行っている例もあり、学生対

応の質の担保の観点からも体制整備を検討している。今後の計画として、アドバイス機能の

センター化やアドバイジング対応できる学生の育成から活用などを検討し、より充実した

対応体制を検討している。 

②e ポートフォリオによる分析結果との連動 

現行のアドバイザー指導では、学生の学修上の問題等は学生側からのアクションがない

と発覚しないという課題がある。現在、導入を検討している e ポートフォリオ（学生の学修

の記録をアーカイブしていくもので、主に学生の学修の振り返りに資するツールとして導

入を検討中）にて学修や活動記録が閲覧できようになれば、問題・課題が発見しやすくなり、

大学やアドバイザーから学生にアプローチすることも可能になる。現時点では 1 年生の春

学期 GPA の結果により、ある程度まで卒業予測ができるようになってきているので、全体

の傾向を踏まえたアドバイジングに活用できる。 

 

取組３：ＧＰＡ（Ⅲ学修成果・教育成果の把握・可視化） 

（１）取組の概要 

当大学では、2000 年に GPA 制度を導入している。文学部から試行的に開始した。GPA

制度は、国際的な成績評価基準を意識し、学修の成果・質を高めるために導入したものであ
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る。GPA は在学生の成績・評価であるので、奨学生選定の際の判断材料や、卒業判定、学

業優秀者の選定にも活用している。 

 

（２）取組の成果 

本制度では「A（4.0）」「B（3.0）」「C（2.0）」「D（1.0）」「F（0）」の５段階評価としてい

る。導入当初は絶対評価での運用で、評価割合の設定をしていなかったため、「A」を取る学

生が多くなり、多くの早期卒業者（6 セメスター修了時に 3.6 以上の GPA と所属学群の卒

業要件を満たしていること）輩出となったため、「A」は全体の 10％程度と目安を設けてい

る。 

【GPA 算出の例】 

 

 

（３）取組の工夫点 

①アドバイザー制度との連動 

3 学期連続で 2.0 未満になった学生については学修に問題があるものとして、前述のアド

バイザー制度により指導教員を通じて今後の学修プランを立てるサポートを行っている。 

②キャップ制との組み合わせ 

GPA が良い学生（GPA3.0 以上）については、次の学期は 24 単位（通常 20 単位）を履

修することが可能となる。逆に GPA が良くない学生（GPA2.0 未満）は、次の学期は履修

可能単位数を 16 単位として集中して学修するように指導する。 
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2－3  国際基督教大学 

 

取組１：学修・教育センター（Ⅳ教学マネジメントを支える基盤） 

（１）取組の概要 

国際基督教大学では、2015 年に学修・教育センターを設立した。当該センターは、FD や

特別学修支援、アカデミックプランニング、ICT 活用支援、ライティングサポートデスクな

どの機能を担う。設立前までは、FD や ICT 活用支援などの教育支援業務や学生の学修支援

などを担う部門が別々のオフィスに所在してしまっていた。その対応のため諮問委員会を

立ち上げ、そういった業務をワンストップで担う学修・教育センターが設立された。 

 

 

学修支援については、アカデミックプランニングサポート（履修支援）、ライティングサ

ポート、特別学修支援の大きく 3 つの業務を行っている。 

アカデミックプランニングサポートについては履修やメジャー選択の相談などを行い、

ライティングサポートについては論文のテーマの選び方や構成などについてサポート、ま

た特別学修支援についてはハンディキャップのある学生の学修支援を行うものである。 
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（２）取組の成果 

それぞれのサポートは密接に関係しており連携しつつ学生に対する支援を展開している。

さらに、当該センターで把握した個別の学生の問題などは教員にフィードバックしている。 

FD については基本的にセミナーなどを開催している。直近の取り組みとしては、3 年ほ

ど前から新任教員に対するＦＤ研修を始めた。この研修では秋学期の 1 学期間をかけて様々

なプログラムを展開している。大学の理念やリベラルアーツ、学修支援などについて、ファ

シリテーターの教員がついてプログラムを行っている。この新任教員研修では、教員同士の

繋がりができるのと同時に新任教員と学修・教育センターとの繋がりもできる。この関係性

は後の教員へのサポートに生きてくる。 

 

 

取組２：学生調査（Ⅲ学修成果・教育成果の把握・可視化） 

（１）取組の概要 

学修・教育センターにて学生調査を実施している。当該調査は入学前（入学時）、1 年次

（1 年次の終わり）、3 年次（3 年次の始め頃）、卒業時の計 4 回行っている。それぞれの調

査とも集計・分析を行って学内にフィードバックしている。 

以前から“学生学修意識調査”として学生に対する調査は行っていたが、学修・教育セン

ターが設立された後、学生調査として本格的に学生に対する調査を開始した。2 年程前に当

該調査の設問の見直しを行った。主に DP 関連の設問の見直しを行っており、この調査結果

をみていくことで学生の学修成果が見えてくると考えている。 

 

（２）取組の成果 

各アンケートでは、DP に関する設問の他、授業への取り組み状況、どんな知識が身につ

いたか、教員に対するアクション、学生同士の交流、大学のサービスに対する評価などの設

問を設けている。DP に関する設問部分は各調査で共通の設問を設定している。この結果を

集計してグラフ化などして見える化しつつ資料に取りまとめており、この結果は教授会な

どで教員にフィードバックしている。また、学内ウェブサイトに公開しており、教職員や学

生も閲覧することができる。 
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取組３：授業効果調査（Ⅲ学修成果・教育成果の把握・可視化） 

（１）取組の概要 

授業効果調査は毎学期の最終回に実施する。本アンケート調査では、自分がどのようにこ

の授業に取り組んだか（この授業のためにどの程度の勉強をしたか、どのような能力を身に

つけられたか など）、また授業そのものに対する評価（この授業に触発されたか、教員の課

題に対するフィードバックは適切だったか など）の設問を設けている。本アンケート調査

は、授業の改善に資するものであるとともに、学生が自身の振り返りのために活用してほし

いと考えている。 

 

（２）取組の成果 

学生の意識調査と同様、本調査結果は学内ウェブサイトにて公開しており、教職員と学生

も閲覧することができる。設問は選択式と記述式から構成されており、選択式の設問の結果

はウェブサイトで閲覧できるが、記述式の結果はセンターにて公開している。学生はこの調

査の結果の閲覧をして、履修計画を立てる際の参考として活用していることが多い。履修相

談の際も本調査結果を見ながら相談を受けていることがある。 

 

（３）取組の工夫点 

①オンラインによる調査実施 

以前まではマークシート方式にてアンケートを行っていたが、今年からオンラインのウ

ェブフォームを用いてアンケート調査を実施している。このため調査結果のデータ化、集

計・分析を迅速に行うことができるようになった。履修計画を立てる際の重要な資料となっ
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ているので、調査実施後は早めに調査結果を公開することを心掛けている。調査結果は学生

がアクセスしやすいように当該授業のシラバスを閲覧する画面から遷移して閲覧すること

ができるようにしてある。 
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2－4  山形大学 

 

取組１：次世代形成・評価開発機構 IR 部門（Ⅳ教学マネジメントを支える基盤） 

（１）取組の概要 

山形大学の次世代形成・評価開発機構は平成 28 年に設置された学長直下の組織である。

これと対になる組織として学士課程基盤教育機構がある。この両組織で大学の教育に係る

PDCA サイクルをまわしている。 

山形大学における教育の PDCA サイクル 

 

 

PDCA サイクルとして考えた場合、P・D（教育の企画・実施部分）は学士課程基盤教育

機構、C・A（評価・改善部分）は次世代形成・評価開発機構が担っている。両機構の機構

長は教育担当理事、IR 担当理事が担い、双方がそれぞれの機構に構成員として関わること

で、運営にもコミットしている。このことにより、連携の取れた体制を構築しているほか、

次世代形成・評価開発機構には、C を担う IR 部門、A を担う FD 部門を設け、C と A につ

いても連携できる体制を置いている。 

山形大学次世代形成・評価開発機構 IR 部門には２つのミッションがある。ひとつは、IR

（Institutional Reserch）であり、もうひとつは IE（Institutional Effectiveness）である。
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IE とは、IR 機能を活用して効果検証を行い、大学コミュニティとして継続的改善の循環プ

ロセスを実行することであり、PDCA サイクルをまわすことがミッションである。IR だけ

を行っていてもその結果が活かせなければ意味がないので、IE を意識した活動を大学全体

で推進している。 

山形大学における IR/IE の位置付け 

 

 

（２）取組の成果 

学内で IR が機能できるかどうかは役職者の IR に対するスタンスが大きく影響するが、

最終的には各教員が IRの各種分析結果やレポートを理解し、活用したいと思うかが大きい。

山形大学の教職員は学生に対する面倒見が良いこともあり、学修支援に繋がる基盤力テス

トや IR の取り組みに対して協力的である。更に、理系の教員が多いこともあり数値（エビ

デンス）に対する親和性が高く、このような状況も学内で IR や基盤力テストが推進できる

大きな要因である。 

 

（３）取組の工夫点 

①IR 関連規定の策定 

大学として、IR 活動が行いやすい環境を作るには、規定類を策定することが重要である。

山形大学では、「IR 情報データベースに係る情報保護管理規定」1及び「IR システムマネジ

メント規定」2を策定している。前者は IR システムに集約するデータを保有または管理して

 
1 https://www.yamagata-u.ac.jp/reiki/reiki_int/reiki_honbun/w679RG00000123.html 
2 https://www.yamagata-u.ac.jp/reiki/reiki_int/reiki_honbun/w679RG00000122.html 

https://www.yamagata-u.ac.jp/reiki/reiki_int/reiki_honbun/w679RG00000123.html
https://www.yamagata-u.ac.jp/reiki/reiki_int/reiki_honbun/w679RG00000122.html
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いる部署を明確化し収集するデータの範囲や収集方法等を明記したもので、後者は IR シス

テムの運用に係る学長、理事、部局長当の責任を明確化し情報提供及び活用に向けて協力す

ることを明記したものである。両規定とも最終的な責任者は学長であり、この点、学内普及

の観点から重要である。 

規定がない場合、IR 活動は担当者や執行部の IR に対するスタンスなどに大きく影響を

受けてしまう。或いは担当者の異動などにより状況が変わってしまう。その点、規定を設け

てルール化しておけば安定して IR 活動を継続的に推進することができる。また、IR 活動を

支えるものとして ICT インフラの整備も重要である。IR 活動においては秘匿度の高いデー

タも扱うため、ハッキングなどによるデータ漏洩などの対策に万全を期す必要がある。山形

大学では、これらの対策に加え、運用時にデータ自体を匿名化しておくなどしたうえで、堅

牢な環境にデータを保管している。 

 

取組２：基盤力テスト（Ⅲ学修成果・教育成果の把握・可視化） 

（１）取組の概要 

IR 活動の一環として、“基盤力テスト”という独自開発のテストを開発し、直接評価指標

を用いた学修・教育効果の測定に取り組んでいる。基盤力テストには、3 つの種類があり、

実施が進んでいる「学問基盤力テスト」の他に、「実践地域基盤力テスト」、「国際基盤力テ

スト」の開発を進めている。 

学問基盤力テストは学士課程における全学共通の学修の到達度を測定することをコンセ

プトに開発したものである。開発当初から類似の先行事例が国内外において皆無に近い状

況であったため、執行部や教員との議論に多くの時間を費やし、求める能力とそれを測る設

問を試行錯誤で詰めていった。 

 

（２）取組の成果 

学問基盤力テストは、入学時、2 年始業時、3 年次終了時または 4 年始業時の 3 時点で到

達度を測り、伸びを把握するものである。現在、ある程度データが蓄積できてきたところで

あり、ようやくテスト結果に基づいた学生の伸びを分析できるようになったところである。 

基盤力テストは数値化できることに重点を置いて設計を進めている。正課外・学外活動な

ど数値化しにくいことについては“実践地域基盤力テスト”で履修履歴やその他の測定手法
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等を調査研究し、開発を進めている。 

さらに日本語の語彙力を測るテストのスキームを利用して“国際基盤力テスト”の開発も

進めている。とにかく“測れるところから測る”ことを理念に開発と実施を進めており、学

問基盤力テストについても更に改善し、測る範囲の拡大を図っている。 

 

（３）取組の工夫点 

①アプリの開発 

色々と測定しようとすると複雑なテストとなってしまうほか、時間的な制約から実効性

がなくなるため、極力、回答負荷がかからない調査設計を心掛けた。その結果、”YU Portal

“というスマートフォン用アプリを独自に開発し、携帯端末で回答できるように工夫して

いる。設問数についても、項目反応理論（Item Response Theory：IRT）を取り入れ、各領

域 5 問程度の出題にとどめている。これらの取組により、回答時間 30 分程度に少ない設問

数でも学生の到達度を効果的に測定できる環境構築を図っており、実施当初の設計から大

きく乖離していない回答結果・分析結果が得られている。 

②分析結果の共有 

分析結果は学長・理事や部局長に報告し、次のアクションに繋げるために統括教育ディレ

クター（副学部長相当）や教育ディレクター（学科・コース長相当。学士課程に約 40 名、

大学院に約 20 名）にもフィードバックしている。 

また、学内広報誌（4 半期ごとに発行）でも実施状況や結果の周知を行っている。さらに、

各教授会でも基盤力テストの結果のフィードバックを行っている。その結果、当該テストの

分析結果が学部の FD 研修に活用される事例も確認できるようになってきた。 

③学生へのフィードバック 

学生へのフィードバックにも注力している。学生がアプリで基盤力テストに回答すると

すぐに回答結果に基づいたフィードバック（学修上の当該学生の状況とその状況に応じた

アドバイス）が行われる。このフィードバックは、優劣をつけることをせず、設計時に検討

したアドバイスを通じて学生の学修の動機付けを意図したものである。 

学生からは、学修の動機付けになったという声が聞こえてきている他、自分の弱みを把握

できた結果、それを補うための科目を更に充実させてほしいという声もあがるなど改善に

資する流れが出来てきている。 

  



26 

 

取組３：カリキュラムマップの策定（Ⅱ授業科目・教育課程の編成・実施） 

（１）取組の概要 

基盤力テストなどで学修成果を測定していく目的はカリキュラム内容など教育活動の改

善を行うことにある。このためには、改善対象であるプログラム自体がどのような効果を生

み出しているのか、どのような能力を育んでいるのかについて整理しなくてはならない。 

山形大学は教育ディレクター制度（各学科等に配置され教育課程の編成や実施など行う）

を設けており、当該ディレクターが現場レベルで最も山形大学のプログラムを把握してい

る。この教育ディレクターと連携する形で、各科目と DP の関係性を整理し、カリキュラム

マップを作成した。 

カリキュラムマップイメージ 

 

 

 

（２）取組の成果 

カリキュラムマップを整理してみると、特定の DP 項目に偏っているカリキュラムにな

ってしまっているなどの課題を把握することができ、一定の視点で教育活動を改善してい

くことができるようになった。 

先述の基盤力テストによる測定はあくまで手段であり、教育活動を改善するという大き

な目標に繋がらないと意味がない。そのためには、時間をかけて丁寧にカリキュラムマップ

を整理し、これに応じて学修成果の把握を行い、その結果を改善活動に活用していくことが

重要である。 
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CP、DP との対応関係を数値化したイメージ 

 

 

実際の活用事例として、農学部の成果を挙げることができる。当学部の学生は 2 年次に

なるとキャンパスを移動し、新たなキャンパスで専門課程に入ることになる。カリキュラム

マップを整理する過程で、ある科目の 1 年次と 2 年次での授業内容に隔たりがあることが

浮き彫りになった。この課題は基盤力テストの分析結果からも裏付けられ、この隔たりを埋

めるカリキュラムの変更が行われた。そして、再編成した新たなカリキュラムによる教育を

展開した後に実施した基盤力テストにおいて、学生の能力が大きく伸長していることが確

認できた。このように、カリキュラムの再編とそのことによる効果が得られていることを基

盤力テストで検証することが出来るようになった。 
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2－5  金沢工業大学 

 

取組 1：「学力×人間力」を核とした教育の展開（Ⅱ授業科目・教育課程の編成・実施） 

（１）取組の概要 

金沢工業大学では、建学の理念として「人間形成」、「技術革新」、「産学協同」の 3 つを掲

げている。これらの理念の具現化に向けて入学してきた学生が学力に加えて人間力をも高

めることを一方で示すために「学力×人間力＝総合力」として表している。 

この達成のためプロジェクトデザイン教育（PBL 教育）をカリキュラムの主柱に据え重

視している。これは 1 年次から 4 年次に渡り必修 6 科目で構成される教育プログラムであ

る。自治体や企業から提供される課題に取り組むなど、活きたテーマを題材に展開され、自

ら考え行動することを学ぶ。最終的にテーマに関する解決策を創出して、その有効性も含め

た成果をプレゼンする。 

更に、金沢工業大学では、課外教育（夢考房プロジェクト等）にも注力しており、下図に

示す様に正課と課外の教育プログラムを並列に配置している。課外活動の一環として、学生

は、例えばロボットコンテストに取り組み、ロボット開発に関係する授業科目を「e シラバ

ス」等を通して学生が認識することで、正課と課外の相乗効果による成長を期待するフレー

ムワークを構成している。課外活動の活動資金は、企業からの寄付、また不足する分は、学

生が自ら OB・OG や地域の店舗等に協力依頼を行う。これら寄付金を活動資金とすること

から、取り組む学生は、資金提供者に対して活動報告を行う。 

 



29 

 

（２）取組の成果 

人間力の評価は指標を定めて行っており、「知識を取り込む力」、「思考・推論・創造す

る力」、「コラボレーションとリーダーシップ」、「発表・表現・伝達する力」、「学習に取り

組む姿勢・意欲」の 5 つの項目からなる。各科目にてこれら指標を用いた評価を行い、レ

ーダーチャートにて学生に示すことが出来ている。プロジェクトデザイン教育を主柱に据

えた教育により、このような各能力を育成することができ、目標とする「自ら考え行動す

る技術者の育成」に資する教育が展開できている。 

 

取組２：ステークホルダー交流会（ステークホルダーウィーク）の実施（Ⅴ情報公表） 

（１）取組の概要 

上述のようなプロジェクトデザイン教育や課外教育では、関係者や資金提供者に対して

活動報告を行っていたが、同時に学生の出身高校や保護者などに報告範囲を広めていき、現

在のステークホルダー交流会に発展した。この交流会の前身は「夢考房プロジェクト発表会」

「プロジェクトデザインⅡポスターセッション」「プロジェクトデザインⅢ公開発表審査会」

そして学生個々人の成長の過程を自ら分析して発表する「ステークホルダー交流会」をそれ

ぞれ個別に開催していたものを、実施時期を集約して多くのステークホルダーに多くの学

生の発表を見ていただくために、「ステークホルダーウィーク」として開催しているもので

ある。 
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（２）取組の成果 

ステークホルダー交流会に向けて整理した“自身の成長”は、そのまま就職活動の際のエ

ントリーシートの記載内容につながる。学生はこの機会を通じて自身の成長を再認識し自

身を語れるようになる。これにより、ステークホルダー交流会に参加した学生が増えるに従

い、学生の就職活動期間が短くなってきている（早期に内定が決まる）。更に、ステークホ

ルダー交流会に参加した保護者に対するアンケート結果から子供の成長を喜ぶ声も聞かれ

ている。高校の先生からは学生に金沢工業大学を勧めて良かったという感想も得ている。 

 

（３）取組の工夫点 

①学生への発表サポート 

学生による成長の発表については、大学側がメンターとして一人一人の学生に寄り添い

学生の活動歴を引き出すような声掛けを行っている。金沢工業大学では、このための仕組み

を構築しており、取得単位数と GPA 得点数の分析結果、また一人一人の学修状況、さらに

当該学生に関する現在・過去のデータから学生に応じたアドバイス活動を行っている。 
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取組３：教育点検評価（Ⅱ授業科目・教育課程の編成・実施） 

（１）取組の概要 

教育点検評価としては、“学生の学習活動”を「授業アンケート」、「KIT 総合アンケー

ト」、「ポートフォリオ」から把握、“学生への教育活動”を成績評価や GPA 評価、留年率

や進学率、更に各種プロジェクトの成果や内定率、就活期間などから把握、それらを教学

IR の仕組の中で分析して部長会などで今後の教育の改善を検討して FD・SD などを通し

て実行していく。 

 

 

 

（２）取組の成果 

上述のように把握した学習活動や教育活動の結果・成果は IR 活動の一環として定量化

され分析される。この結果・成果に基づき、部長会等にて今後の教育活動を改善してい

く。これらは教育点検評価の仕組みの枠組みの中で PDCA サイクルを形成している。教育

活動の成果が高い教員などを講師として FD を実施するなど、具体的な改善に繋がってい

る。 
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（３）取組の工夫点 

①定期的な会議における情報共有 

金沢工業大学では全学のマネジメントの検討について、戦略的・根本的な部分は隔週で行

われる部長会にて検討、その結果は翌週に実施される主任会議にて共有・検討され、更にそ

の午後に開催される学科会議で全学に周知されるという体制をとっている。教学マネジメ

ントに関する検討もこれら会議の中で検討・決定されることとなり、全学を巻き込んだ教学

マネジメントの取り組みを推進している。 
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2－6  筑波大学 

 

取組１：６区分の２学期（セメスター制）（Ⅱ授業科目・教育課程の編成・実施） 

（１）取組の概要 

筑波大学では、平成 25 年度から学事暦の改革を行った。これまで実施されてきた 3 学期

制の良さを生かしつつ、より柔軟な教育カリキュラムの編成が可能となる 6 区分の 2 学期

（セメスター制）を導入した。 

5 回の授業を 1 モジュールとするモジュール制とし、年間 6 モジュールで構成される。

10 週又は 15 週の授業期間を基本としつつ、教育上の必要性に応じて 5 週の授業実施も可

能とする形とした。 

 

※筑波大学は、1 コマ 75 分で、授業外学修を含めて 10 週で 1 単位が付与される。 

 

これにより、例えば、春学期に 10 週（2 モジュール）で 1 単位の授業を行った後、夏休

み前の第 3 モジュールには、2 コマ連続の集中講義（1 日 2 コマ×5 週）で 1 単位となる授

業などの編成が可能となる。あるいは、第 3 モジュールには、海外留学やインターンシップ

などを行う教育課程を編成する場合もある。また、1 年生の導入授業などについては、最初

の 5 コマで編成し、後半の 10 コマは別のより専門的な授業を編成することも可能になる。 

 

（２）取組の成果 

3 学期制の時代には、開設科目数も多く、かつ通年（30 週）で 3 単位という授業もあっ

た。また、年間を通して授業に参加しないと単位を取得できないため、学生の自由度を奪う

ことにもなっていた。これが、２学期（セメスター制）が導入されたことにより、授業は半
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期ごとに分割され、内容が精査された。また、6 区分のモジュール制の導入により、授業の

特性にあわせた柔軟なカリキュラム編成が可能となった。 

 

取組２：教学マネジメント室によるモニタリング及びプログラムレビュー（Ⅳ教学マネジメントを

支える基盤） 

（１）取組の概要 

筑波大学では、平成 30 年 7 月から教学マネジメント検討タスクを設置した。約 2 年間の

検討と試行実施を踏まえ、大学院の学位プログラム制移行のタイミングである令和 2 年 4

月に「教学マネジメント室」を設置した。 

教学マネジメント室は、学長指名による室長と教育担当副学長指名による室員により組

織され、令和 3 年 1 月現在、26 人（オブザーバー含め 29 名）で構成されている。なお、教

学マネジメント室の設置と同時に、より機動的に教育改革を実行できる体制として、本部組

織の再編も行っている。教育担当副学長の下に「教学デザイン室」及び「教学マネジメント

室」を配置。この 2 室の長を中核とした「教育戦略会議（議長：教育担当副学長）」におい

て総合的な調整を行い、一体的・戦略的な施策推進を行う体制となっている。 
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教学マネジメント室における中核業務として、学位プログラム（学類、専門学群、専攻を

含む。以下同じ。）のモニタリング及びプログラムレビューがある。 

教学マネジメントに関係する 12の評価項目に対して 5 段階の評価基準を設定したルーブ

リックを策定している。各学位プログラムは、このルーブリックに従ってモニタリング自己

評価を毎年、行う。 

12 の評価項目は、下記の通り。 

 

1 人材養成目的及び 3 つのポリシーの策定・検証 

2 教育課程の体系性の確保 

3 総合智教育の充実に向けた取組 

4 シラバスの作成・改善 

5 成績評価 

6 学修成果の把握・可視化 

7 研究指導及び学位論文の評価（大学院のみ） 

8 外国語能力の向上に向けた取組 

9 入学者選抜及び学生確保 

10 教育体制の確保 

11 ファカルティ・ディベロップメント（FD） 

12 学生及び企業等からの意見聴取 

 

12 の評価項目は、教学マネジメントの確立に向けて必要な項目が網羅されている他、「総

合智教育の充実に向けた取組」のように、筑波大学として力を入れている教育の項目につい

ても評価するようにしている。 

このモニタリング自己評価結果を踏まえて、プログラムレビューを実施する。プログラム

レビューは、主に「自己評価書の点検」と「学位プログラムとの対話」からなる。なお、現

在、筑波大学には 85 の学位プログラムがあり、令和 2 年度から令和 5 年度までの 4 年間で

すべての学位プログラムを一巡する予定となっている。 
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（２）取組の成果 

令和 2 年度のプログラムレビューは、学士課程の 21 学位プログラムを対象として実施し

ている。教学マネジメント室の下に 3 つのプログラムレビュー委員会を編成し、分担して

プログラムレビューが行われた。当該 3 つのプログラムレビュー委員会は、教学マネジメン

ト室員のほか外部委員（計 7 人）及び学生委員（計 7 人）で構成し実施した。 

 

（３）取組の工夫点 

①学位プログラムとの対話の実施 

プログラムレビューでは、自己評価書を点検するだけでなく、学位プログラムとの対話が

行われる。ルーブリックの各項目に対する取組状況（評価結果）について評価者と学位プロ

グラムの共通認識を得るとともに、今後の改善点等についても意見交換が行われる。この対

話により、教学マネジメントとして目指すべき方向性の共有化が、教学マネジメント室と各

学位プログラムの間で図られることになる。 

②FD への展開 

教学マネジメント室では、モニタリング及びプログラムレビューの結果を全学 FD の企

画に活用している。全学的に自己評価が低い結果となった項目に関する研修会の開催や、グ

ッドプラクティスとして挙げられた取組内容の全学的な広報・周知等を行っている。 

例えば、成績評価、学修成果の把握・可視化、学生及び企業等からの意見聴取の項目で自

己評価が低かったことから、「成績評価の組織的点検と学修達成度の評価システム」や「よ

り開かれた大学を目指して－教育改善に向けた学生及び就職先との連携－（グッドプラク

ティスの紹介）」といったテーマの FD 研修会を開催している。 

この他、シラバス作成について課題があることが見えてきており、シラバス作成に関する

FD についても今後展開する予定となっている。 

③学生委員の参画 

プログラムレビュー委員会は、学生委員も参加している。各学群からの推薦でメンバーが

決まり、大学 2 年生から大学院生までが担当している。それぞれ、所属する（していた）学

群のレビューを担当する。学生がレビューに参加することにより、教員も学生の視点を意識

するようになり、例えば教員（授業）と学生をつなぐ役割を果たすシラバスの重要性などが、

レビューを受けた教員にもよく伝わるなどの効果がみられた。 
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2－7  横浜国立大学 

取組１：授業設計と成績評価ガイドライン（Ⅲ学修成果・教育成果の把握・可視化） 

（１）取組の概要 

本取組は、教員間の成績評価のばらつきをなくすため、「成績評価の基準」を全学で統一

し、各教員が授業毎に「授業別ルーブリック」を作成することで、授業改善 PDCA サイク

ルの実質化と学生の主体的な学びを促進することが目的である。 

成績は秀、優、良、可、不可の 5 段階となっているが、2012 年度に教務厚生部会で「秀」

と「不可」の割合が高い科目が散見されることが問題点として指摘された。そこで、成績評

価ガイドラインを検討する WG が発足した。 

成績評価ガイドラインの「たたき台」を策定し、各部局に提示して意見を収集した。検討

の結果、分かりやすく、より具体的なガイドラインの提示方法として、全学で作成する「成

績評価基準表」と、各教員が科目毎に作成する「授業別ルーブリック」を 2016 年度から導

入することとなった。 

「成績評価基準表」は、「秀」～「可」の位置付けを明示し、教員間の成績評価に対する

統一した認識を得るために導入された。 

成績評価基準では、各授業における履修目標、到達目標を設定する。授業で扱う内容（授

業のねらい）を示す目標を「履修目標」とし、達成していれば成績評価は「優」以上とする

ように統一した。また、授業において最低限学生が身につける内容を示す目標を「到達目標」

とし、達成していれば成績評価は「可」以上とするように統一した。 

成績評価基準の設定は、GPA の質保証に繋がり、また学生が「秀」の水準を認識するこ

とで、自発的な学修を促す効果がある。 

 

成績評価基準表 
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「授業別ルーブリック」は、各教員が科目ごとに作成し、評価項目（どのような観点で成

績評価を行うか）とその評価基準（それぞれの評価項目に対する到達度）を明記する。電子

シラバスにも掲載され、担当教員と学生の授業内容と成績評価に対する認識を共通化する

ためのツールである。授業で設定した「到達目標」と「履修目標」を基に作成する。 

 

授業別ルーブリックの例（情報システム論） 
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（２）取組の成果 

ガイドライン導入の 2016 年度から 2019 年度までの授業別ルーブリックの作成状況は、

下記の通り。 

 

 

ガイドライン導入年度は 42％の開講科目で授業別ルーブリックが作成された。年度を追

うごとに作成率は上昇し、2019 度開講科目に関しては 66％を達成している。 

成績評価分布の経年変化については、まだ大きな変化は見られないものの、秀割合が微減

している。引き続き経過をみていく。 
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一方で、学部別の GPA の平均値の推移をみると、2015 年度はばらつきがあったが、ガイ

ドライン導入後、年度を追うごとに全体的に平均値が集約している。ガイドライン導入によ

り、教員が意識的に成績をつけるようになったと推察される。 

 

 

また、成績評価の基準が明らかになったことによって、学生の成績評価に対する納得感が

高まっている。評点の根拠が示されているため、学生からの「なぜ自分がこの評価なのか」

という問い合わせが少なくなっている。 

 

 

（３）取組の工夫点 

①ルーブリック作成マニュアルとコモンルーブリックの提示 

各教員がスムーズにルーブリックを作成できるように「ルーブリック作成マニュアル」と

「コモンルーブリック」を用意した。 

コモンルーブリックは、教員の作成負担を軽減するため、科目の形態を踏まえたサンプル

のルーブリックとなっており、以下の６種類を用意している。教員がルーブリックを入力す

る電子シラバスの作成画面に用意されており、教員は文章をコピーして修正を加えること

で、自身の授業のルーブリックを作成できるようになっている。 
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① 講義用（知識伝達型の授業） 

② 演習用（与えられた問題を解き、プレゼンやレポートで説明する授業） 

③ 実験用（手順に従った実験を行い、現象の考察をレポートする授業） 

④ 調査研究用（個別テーマが与えられる卒業論文や卒業研究） 

⑤ レポート採点用 

⑥ コメントシート／振り返りシート／大福帳用 

 

②ルーブリック作成に向けての 2 段階の導入 

成績評価ガイドライン・ルーブリックを担当した高大接続・全学教育推進センターでは、

各部局の教授会の前に FD セミナーを実施し、成績評価ガイドラインや授業別ルーブリッ

クの作成・活用方法について説明を行った。 

ただし、ルーブリックについて何も知らない教員に、いきなりルーブリックを作成しても

らうことは難しい。そこで、まずは前述の到達目標（優）と履修目標（可）の基準を再度丁

寧に説明し、その後にルーブリック作成へとなげていった。ルーブリックを作成させるので

はなく、まずは 2 つの基準（到達目標、履修目標）を再度確認し、その内容を基礎に詳細化

してルーブリックの作成につなげることで、教員の理解を得られやすくなった。 

 

③授業改善の進め方 

授業設計時に定めた目標・基準に従って成績評価を行った結果、成績分布に偏りが出た場

合、その年度に分布の調整をするのではなく、次の年度の授業で改善するようにガイドライ

ンでは示している。これは、成績をつける際に相対評価とならないようにするためである。 

「秀が多かった場合は、授業内容を高度化し、履修目標を上げる。」「不可が多かった場合

は、到達目標は変えずに、そういった学生層の理解が深まるような授業内容を検討する。」

といった形で目標、あるいは授業内容を改善するように示している。また、単年度ごとに改

善するだけではなく、科目によっては複数年の成績の結果をもとに改善する場合もある。 
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2－8  愛媛大学 

取組１：愛大学生コンピテンシー（Ⅰ「三つの方針」を通じた学修目標の具体化、Ⅲ学修成果・

教育成果の把握・可視化） 

（１）取組の概要 

愛媛大学は、「学生中心の大学」「地域とともに輝く大学」「世界とつながる大学」を創造

することを基本理念とした愛媛大学憲章を定めており、教育、研究、社会貢献、大学運営の

4 分野の基本目標を掲げている。「愛大学生コンピテンシー」は、憲章に謳われている「5 つ

の能力」を踏まえながら、「愛媛大学の学生として卒業時に身につけていることが期待される

能力」 として 12 の具体的な力を示したものである。 

愛媛大学の各学部は専門分野の特性に基づいて学位授与の方針を定めているが、学部に

よらずに共通して身につける愛大学生コンピテンシーによって、愛媛大学の教育としての

一体感が図られている。各授業においても、シラバスに愛大学生コンピテンシーの対応関係

を示している。また、新任教員研修や TA・SA 研修などでも、愛大学生コンピテンシーを

理解できるようにしている。 

 

表１ 愛大学生コンピテンシー 

５つの能力 １２の具体的な力 

Ⅰ．知識や技能を適切

に運用する能力 

１．必要な情報を収集・整理できる 

２．個別の知識や技能を相互に関連づけながら習得できる 

３．習得した知識や技能を基に自分の考えを組み立て、適切に表現（記述・

口述）できる 

Ⅱ．論理的に思考し判断

する能力 

４．広い視野と論理的思考に基づき分析・解釈できる 

  （例：クリティカル・シンキング／創造的思考） 

５．客観的根拠に基づき判断し、解決策を提示できる 

  （例：意思決定・判断力／課題探求・発見・解決力） 

Ⅲ．多様な人とコミュ

ニケーションする

能力 

６．様々な状況に応じて適切な対話・討論ができる 

  （例：ダイアローグ／ディスカッション／プレゼンテーション） 

７．目的達成のために多様な人と協働できる 

  （例：協調性／チームワーク／リーダーシップ） 

Ⅳ．自立した個人として

生きていく力 

８．自らの個性や適性を活かして行動できる 

  （例：自己理解／自己決断／リフレクション） 

９．社会的関係の中で自分の行動を調整できる 

  （例：順応性／セルフマネジメント／規範遵守） 

Ⅴ．組織や社会の一員

として生きていく

能力 

１０．他者を理解し、他者のために役立つことができる 

  （例：お接待の心／ホスピタリティ） 

１１．集団・組織の一員として自覚と誇りをもって行動できる 

  （例：責任感／連帯感／帰属意識／愛校心） 

１２．地域や国内外の課題を自ら考察し、解決に向けて行動できる 

   （例：社会参画／社会貢献／グローカルマインド） 
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（２）取組の成果 

愛大学生コンピテンシーについて、県内企業からの卒業生の評価をみると、例えば５つの

能力のうち「組織や社会の一員として生きていく能力がある」については 80.4％（ｎ=138）、

12 の具体的な力のうち「目的達成のために多様な人と協働できている」は 88.5％（ｎ=140）

が習得できていると回答している（2019 年 2～3 月調査）。 

 

（３）取組の工夫点 

①複数回、多面的なコンピテンシー評価の実施 

愛大学生コンピテンシーの評価は、学生の複数回の自己評価で行われる。１年次の授業

「社会力入門」において、コンピテンシーがどれだけ身についているのかを自身で確認する

機会を設けており、個々の学生の課題を明確にしている。また、卒業時に自己評価を行い、

卒業までにコンピテンシーが身についたのかを測定する。加えて、企業へのアンケート等を

実施し、愛媛大学が能力の身についた卒業生を輩出しているかを企業の視点からも確認して

いる。 

②コンピテンシーの内容の見直し 

12 の具体的な力については、学生アンケートの回答状況や意見を基に見直しを図って

いる。例えば、「科学的根拠に基づき判断し、解決策を提示できる」というコンピテンシーは、

「科学的根拠」という言葉が主に文系の学生に誤解されて伝わっていることがわかったため、

「客観的根拠」という言葉への見直しを図っている。 

③コンピテンシーを育成するための準正課教育・正課外活動への支援 

愛大学生コンピテンシーを身につけるためには、正課教育だけでは十分ではないことが

共有されている。愛媛大学憲章において準正課教育を定義し、大学として愛大学生コンピテ

ンシーの習得につながる準正課教育を支援している。準正課教育としては、愛媛大学リーダ

ーズ・スクール（リーダーシップを発揮する人材育成を目的としたプログラム）、プロジェ

クト E（地域の課題などに取り組む学生による調査研究プロジェクト）、スチューデント・

キャンパス・ボランティア（学生相互の「教えあい、学びあい、助け合う」力を高めること

を目的としたボランティア団体）などがある。 

また、愛媛大学教育改革促進事業を行っており、大学の教育目標や重点的な戦略にあった

教育の取組に対して財政的支援を行っている。 
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取組２：ＦＤ・ＳＤを活用した教学マネジメントの推進（Ⅳ教学マネジメントを支える基盤） 

（１）取組の概要 

愛媛大学の FD は、大学設置基準よりも幅広く定義をとらえ、教職員の個々の能力開発だけ

でなく、授業改善・カリキュラム改善や教育・学生支援体制の整備・改革に向けた組織的な

取組の総称としている。具体的な活動は、FD マップにおいて整理している。 

教学マネジメントに関する人材を育成する取組として、例えば 2007 年度から開始した

「教育コーディネーター制度」がある。学部、学科などの教育責任者として、教育方針の

立案、カリキュラム編成、教育内容・教授法の改善、教育効果の検証などの活動において

中核的な役割を担う教員として教育コーディネーターを配置している。現在、大学全体で

約 60 名が学長から任命されており、学科、教育コースなどカリキュラム単位ごとに最低

１人が配置されている。標準任期は、4 年（2 年 2 期）となっている。さらに、各学部には、

統括教育コーディネーターが配置されている。 

教育コーディネーターを対象とした「教育コーディネーター研修会」を年 4～5 回程度

開催している。コーディネーターが、お互いに学部学科等の課題を持ち寄って議論する。

汎用的能力の育成、学生の学びの質保証のあり方、入試改革、学生支援など教育改革に関わる

様々なテーマを取り上げて大学全体の方向性について議論し、カリキュラム改善や教育・

学生支援体制の整備などにつなげている。もともと、2007 年度までに「３つの方針」を全

学部で作成した際も、この教育コーディネーター研修会でのワークショップからスタートし

ている。 

この他、教学マネジメントに関わる FD・SD の取組として、例えば SD の 1 つである

IR 入門・企画力養成研修があげられる。職員が、教学マネジメントに必要な企画力、実践力、

IR 等の能力を身につける機会となっている。 

また、四国地区大学教職員能力開発ネットワーク（SPOD：2020 年度現在、四国の 34 の

高等教育機関が参加し研修を実施。代表校は愛媛大学）において、管理職層の職員を対象と

した研修を実施している。管理職層の職員の職務の特徴を踏まえて、単なる業務遂行能力の

育成だけでなく、コンセプチュアルスキルや人材マネジメント能力などの育成も行っている。 
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表２ カリキュラムレベルの FD マップ（抜粋） 
 

目的 内容 

愛媛大学教育改革シン

ポジウム（年 1 回） 

身近な成功事例から授業・カリキ

ュラム改革に関する知識を獲得

する。 

学内の授業・カリキュラムの成功事例、

教育系外部資金の獲得方法 

教育コーディネーター

研修会（年 4 回） 

カリキュラム・デザインの基礎的

知識・スキルを習得する。 

ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・

ポリシー、アドミッション・ポリシー、

カリキュラムアセスメント 

カリキュラムコンサル

テーション（随時） 

カリキュラムをコンサルタントと

ともに振り返り、客観的に分析し、

解決策をともに考える。 

カリキュラムにおいて学生の学習を促進

する要素、学習を促進させない要素 

SPOD 関連講座 

（フォーラム含む） 

カリキュラム運営に必要な特定

のスキルの向上を図る。 

ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・

ポリシー、アドミッション・ポリシー、

カリキュラムアセスメント 

大学教育実践ジャーナル

への論文執筆（年 1回） 

カリキュラム改革を研究として

客観的に検証し、その成果を文章化

する。 

カリキュラムの客観的分析、課題解決方法 

愛大教育改革 GP 

シンポジウムでの発表

（年 1 回） 

カリキュラム改革を研究として

客観的に検証し、その成果を口頭

で発表する。 

授業実践のとりまとめ、発表 

カリキュラムコーディ

ネーター養成講座 

カリキュラムの特徴と編成原理、

カリキュラムマネジメントに

必要な組織開発について個人

メンタリングを受け様々な課題

とともに深める。 

所属大学の特徴や課題の発表、個人メン

タリングを受け課題解決策の検討・発表 

 

（２）取組の成果 

教育コーディネーター制度及び教育コーディネーター研修会は、全学的な方針と各学部

の方針を擦り合わせる機会となっている。統括教育コーディネーターは、全学的な会議にも

出席するため、全学方針についてよく理解しており、各学部において全学方針を伝えながら、

各学部のカリキュラムを検討している。 

さらに、本制度・研修は、教育コーディネーターに若いうちから全学的な視点から教育

改革、教学マネジメントを考えてもらう機会となっている。 

 

（３）取組の工夫点 

①学部・学科レベルの教育改革の担い手の育成 

統括教育コーディネーターは、各学部の副学部長クラスが指名されることも多く、任期

終了後に学部長や副学長となることが多い。統括教育コーディネーターとして、他の学部の

統括教育コーディネーターと議論しながら全学的な視点から教育のあり方を考える機会と

なっており、統括教育コーディネーターを経て全学的な教育改革の担い手となる。 
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②実践につながる研修の実施 

SD の 1 つである IR 入門や企画力養成研修では、研修の演習として、職員が所属する部署の

企画を作成し、所属部署の課長等に対して発表する機会を設けている。研修を受けた職員だ

けでなく、課長等の上司の意識を変えてもらう機会にもなっている。 

 

取組３：教育企画室におけるカリキュラム改革支援・ＩＲ支援（Ⅳ教学マネジメントを支える基

盤） 

 

（１）取組の概要 

愛媛大学の教育に関する諸課題について調査研究を行い、教育改革を推進する教育企画室

では、各学部のカリキュラム改革への支援なども行う。 

例えば、医学部看護学科において、保健師助産師看護師学校養成所指定規則の改正に伴う

カリキュラム改革の際には、研修や会議などを通してカリキュラム開発支援を行った。また、

社会共創学部に対しては、カリキュラム評価の支援を行った。社会共創学部の場合は、新しく

卒業生を輩出する時期であり、授業コンサルティングの手法をカリキュラム評価に適用し、

卒業時の学生を集めて意見を収集・集約した。 

さらには、IR に関する取組も行っている。全学的なアンケートの集計結果は、教育研究

評議会をはじめとする会議等で報告している。 

 

（２）取組の成果 

看護学科のカリキュラム改革支援では、法令変更に対応した必要最低限のカリキュラム

の変更にとどまらず、3 つの方針の見直しと修正、科目間の重複の解消、領域横断科目の導入

などを含む学習者本位のカリキュラムの改革につながった。さらに、卒業時の能力を直接評価

と間接評価によって多面的に評価する計画を定めることになった。 

社会共創学部のカリキュラム評価については、学生からの意見を集約して担当に伝えた

結果、授業の開講年次変更や担当教員変更、新規授業開講、フィールドワークの改善などに

つながっている。 
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（３）取組の工夫点 

①事例の共有 

 各学部のカリキュラム改革の事例については、教育企画室が刊行する「IR News」によって

広く共有されている。前述の看護学科および社会共創学部の事例も、記事として掲載されてい

る。 

また、IR の各種調査結果についても、ポスターの形でわかりやすく取りまとめ、学内の

教職員で共有する工夫をしている。 

 

図 1 ＩＲ 
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2－9  山梨県立大学 

 

取組１：学士力の策定（Ⅰ「三つの方針」を通じた学修目標の具体化） 

（１）取組の概要 

山梨県立大学では、3 つのポリシーの再構築として、まずは学生が在学中に身に付けるべ

く能力＝学修成果（DP）を「学士力」であるととらえ、学士力の策定を行った。 

学士力を、全学レベルの「学士基盤力」、学部レベルの「学士専門力」、教職課程の「教職

力」で構成されると考えた。大学レベル、学部レベル、学科もしくはコースレベル、それぞ

れの力の具体的なコンピテンシーの設定を、6～7 個程度設定した。 

 

（２）取組の成果 

検討の結果、山梨県立大学における学士力として以下が定められた。さらに、これらの学

士力を基に、大学レベル、学部レベル、学科もしくはコースレベルの CP、AP を定めてい

った。 

山梨県立大学における学士力一覧 
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山梨県立大学における全学ＤＰと学士力の関係 

 

 

（３）取組の工夫点 

①スピード感ある取組 

山梨県立大学では、学士力の設定を含め、教学マネジメントの取組について、スピード感

を重視している。そこで、全学レベルの「学士基盤力」については、学長であり高等教育の

専門家でもある清水氏が原案を作成した。その上で、全学委員会において検討を行い、修正

を行った。 

また、最初の作成時から完全なものを作るのではなく、実際に運用しながら改善していく

方針としている。 

②ＧＰＡによる学修状況・学修成果の判断基準（F-GPA） 

成績評価に関する GPA については、留学生のためにも、海外水準に合わせて変更を行っ

た。従来の方法のように 4、3、2、1 で刻んでいると、GPA が低目になってしまう。その結

果、海外の大学において GPA が低い学生を受け入れないといったことが発生し、留学など

で問題となる。そこで、素点を１点刻みで対応する GPA を割り当て、より精緻な評価を行

う F-GPA 制度とした。 

 

具体的な学修成果（ＤＰ） 学士基盤力

自然・社会・文化を大切にするとともに、専攻する特定の学問分野における基
本的な知識を体系的に理解し、その知識体系の意味と自己の存在を自然・社
会・文化と関連付けて理解している。

自然・社会・文化理解

豊かな感性や想像力、表現力を身につけている。 想像力・表現力

自身の未来を切り拓くために独創的に思考し、問題の発見・探究・解決に向け
て行動することができる。

実践力・問題解決力

発展的な人間関係の形成に向けて、自己省察や他者理解に努めることができる。人間関係形成力

自ら学び、成長する意欲や態度を備えている。 自己学修力

地域的・地球的課題に関心を持ち、その解決を志向できる。 地域・国際コミットメン
ト力

評価 Ｓ

素点 10
0

99 98 97 96 95 94 93 92 91 90

ＧＰ 4.5 4.4 4.3 4.2 4.1 4.0 3.9 3.8 3.7 3.6 3.5

評価 Ａ

素点 89 88 87 86 85 84 83 82 81 80
ＧＰ 3.4 3.3 3.2 3.1 3.0 2.9 2.8 2.7 2.6 2.5

評価 Ｂ

素点 79 78 77 76 75 74 73 72 71 70
ＧＰ 2.4 2.3 2.2 2.1 2.0 1.9 1.8 1.7 1.6 1.5

評価 Ｃ

素点 69 68 67 66 65 64 63 62 61 60

ＧＰ 1.4 1.3 1.2 1.1 1.0 0.9 0.8 0.7 0.6 0.5

評
価

Ｄ

素
点

59点以
下

Ｇ
Ｐ

0

GPA 学修状況および学修成果の総合的判断

4.5～3.5 学修への取り組み状況が非常に良好な大変優れた成果

3.4～2.5 学修への取り組み状況が良好な優れた成果

2.4～1.5 学修への取り組み状況が概ね良好な成果

1.4～0.5 学修への取り組みが不十分でより一層の努力が必要

0.5未満 学修への取り組みが著しく不足しており相当の努力が必要

ＧＰＡによる学修状況・学修成果の判断基準
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取組２：カリキュラムマップ・ツリーの作成（Ⅱ授業科目・教育課程の編成・実施） 

（１）取組の概要 

策定した学士力をベースに、カリキュラムマップの作成を行った。各科目を縦軸に、学士

力の各項目を横軸に並べ、各科目と学士力の関係を整理した。 

 

さらに、カリキュラムマップをベースに、カリキュラムツリーも作成した。全学共通科目

をベースに専門科目が積みあがっていく形になっている。 

 

科目名 単位数
授業

形態
自然・社会・文化理解 想像力・表現力 実践力・問題解決力 人間関係形成力 自己学習力 地域・国際コミットメント力

69 46 14 19 85 46

スタ ー ト アップ・ セミ ナ ー 1 演習 ○ ○ ○ ○ ○ ○

総合英語Ⅰa 2 演習 ○ ○ ○ ○

総合英語Ⅰb 2 演習 ○ ○ ○ ○

総合英語Ⅱa 2 演習 ○ ○ ○ ○

総合英語Ⅱｂ 2 演習 ○ ○ ○ ○

英語ｺﾐ ｭﾆｹｰｼ ｮ ﾝ  a 2 演習 ○ ○ ○ ○

英語ｺﾐ ｭﾆｹｰｼ ｮ ﾝ  ｂ 2 演習 ○ ○ ○ ○

中国語Ⅰa 2 演習 ○ ○ ○ ○

中国語Ⅰb 2 演習 ○ ○ ○ ○

中国語Ⅱa 2 演習 ○ ○ ○ ○

中国語Ⅱb 2 演習 ○ ○ ○ ○

韓国語Ⅰa 2 演習 ○ ○ ○ ○

韓国語Ⅰb 2 演習 ○ ○ ○ ○

韓国語Ⅱa 2 演習 ○ ○ ○ ○

韓国語Ⅱｂ 2 演習 ○ ○ ○ ○

スペイン語Ⅰa 2 演習 ○ ○ ○ ○

スペイン語Ⅰb 2 演習 ○ ○ ○ ○

スペイン語Ⅱa 2 演習 ○ ○ ○ ○

スペイン語Ⅱb 2 演習 ○ ○ ○ ○

フランス語Ⅰa 2 演習 ○ ○ ○ ○

フランス語Ⅰb 2 演習 ○ ○ ○ ○

フランス語Ⅱa 2 演習 ○ ○ ○ ○

フランス語Ⅱb 2 演習 ○ ○ ○ ○

ア カ デ ミ ッ ク ・ ジ ャ パ ニ ー ズ （ W r i t i n g ） 2 演習 ○ ○ ○ ○

ア カ デ ミ ッ ク ・ ジ ャ パ ニ ー ズ （ R e a d i n g ） 2 演習 ○ ○ ○ ○

日本語A 2 演習 ○ ○ ○ ○

日本語B 2 演習 ○ ○ ○ ○

日本語C 2 演習 ○ ○ ○ ○

日本語D 2 演習 ○ ○ ○ ○

現代日本事情 2 講義 ○ ○ ○

情報リテラシー 2 演習 ○ ○ ○

生活と情報 2 講義 ○ ○

運動と人間－講義 2 講義 ○ ○

運動と人間－実技Ⅰ 1 実技 ○ ○ ○

運動と人間－実技Ⅱ 1 実技 ○ ○ ○

運動と人間－実技Ⅲ 1 実技 ○ ○ ○

運動と人間－実技Ⅳ 1 実技 ○ ○ ○

生活と健康 2 講義 ○ ○

キ ャリアデ ザイ ン Ⅰ 2 演習 ○ ○ ○ ○

キ ャリアデ ザイ ン Ⅱ 2 演習 ○ ○ ○ ○

インターンシップ 1 実習 ○ ○ ○

人間と思想 2 講義 ○ ○

人間と芸術―美術 2 講義 ○ ○ ○

人間と芸術―音楽 2 講義 ○ ○ ○

人間と芸術―文学 2 講義 ○ ○ ○

人間と文化 2 講義 ○ ○

人間と心 2 講義 ○ ○ ○

人間と社会 2 講義 ○ ○

社会と歴史 2 講義 ○ ○

社会と政治 2 講義 ○ ○

社会と経済 2 講義 ○ ○

社会と法 2 講義 ○ ○

日本国憲法 2 講義 ○ ○

宇宙の科学 2 講義 ○ ○

生物の科学 2 講義 ○ ○

生活と化学 2 講義 ○ ○

モノづ く りデ ザ イ ンの 基 礎 2 講義 ○ ○ ○

環境論 2 講義 ○ ○ ○

ジェンダー論 2 講義 ○ ○

グローバル化論 2 講義 ○ ○ ○

山梨学Ⅰ 2 講義 ○ ○ ○

山梨学Ⅱ 2 講義 ○ ○ ○

日本語の方言と山梨 2 講義 ○ ○ ○

プ レゼン テー ショ ン 2 演習 ○ ○ ○ ○

グ ル ー プワ ー ク と 自 己 表 現 2 演習 ○ ○ ○ ○

カ ウ ン セリン グ 基礎 2 講義 ○ ○

発達と教育の心理 2 講義 ○ ○

分類

科目数

全学共通科目

スタートアップ・セミナー

基
礎
科
目

外
国
語

情
報

運
動
と
健
康

キ

ャ
リ
ア

形
成

 
 

教
養
科
目

人

間

と

文

化

の

理

解

社

会

の

理

解

自

然

の

理

解

現

代

と

地

域

の

理

解

コ

ミ

ュ

ニ

ケ

ー

シ

ョ

ン

と

心

の

理

解

学士基盤力（全学共通）カリキュラムマップ

科目区分 科目名 単位数 授業形態 自然・社会・文化理解 想像力・表現力 実践力・問題解決力 人間関係形成力 自己学修力

地域・国際コミットメント

総合英語Ⅰ

英語コミュニ
ケーション
中国語Ⅰ
韓国語Ⅰ

スペイン語Ⅰ
フランス語Ⅰ

アカデミック・
ジャパニーズ

日本語
A/B/C/D

現代日本事
情

情報
リテラシー
生活と情報

人間と思想
人間と芸術
人間と文化
人間と心

スタートアップ・セミナー

運動と人間
運動と人間
生活と健康

キャリア
デザインⅠ

人間と社会
社会と歴史
社会と政治
社会と経済
社会と法

日本国憲法

キャリア
デザインⅡ

インターン
シップ

宇宙の科学
生物の科学
生活と科学

モノづくりデ
ザインの基礎

環境論
ジェンダー論

グローバル化論
山梨学

日本語の方言と
山梨

プレゼンテーション

グループワークと自
己表現

カウンセリング基礎
発達と教育の心理

国際関係論
平和と安全保障

文化とコミュニ
ケーション

譲歩社会論

情報ネットワーク
論

留学英語
共生社会論
韓国学概論

国際理解演習
（韓国）

ソーシャルデザ
イン入門

地域ボランティア
演習

コミュニケーショ
ン基礎

生徒幸福
生涯スポーツ

リラクゼーション
救急法

災害支援
国際協力

総合英語Ⅱ
中国語Ⅱ
韓国語Ⅱ

スペイン語Ⅱ
フランス語Ⅱ

全学共通科目

外国語 情報 運動・健康 キャリア 人間・文化 社会 自然 現代・地域 コミュニケーション・心

看護学部開放

人間福祉学部開放国際政策学部解放

基礎科目 教養科目 学部開放科目

専門科目 教職科目

山梨県立大学 カリキュラムツリー(全学レベル）
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（２）取組の成果 

カリキュラムマップをベースに、カリキュラム改革の話し合いが行われる。例えば、現状

のカリキュラムマップでは、自然・社会・文化理解を身に付ける科目が多い一方、実践力・

問題解決を身に付ける科目が少ないことがわかる。カリキュラムマップにより、学士力と授

業科目の関係を可視化した上で、カリキュラム改革を行うことができる。 

 

（３）取組の工夫点 

①シンプルな形のナンバリング 

カリキュラムマップ・ツリーの作成にあわせて、科目のナンバリングも行った。科目のナ

ンバリングについては、科目の性格が分かればいいという考えのもと、シンプルな形式とし

ている。レベル（学部、大学院）、学科、科目群、科目の通し番号で構成している。 

山梨県立大学ナンバリングシステム 

 

 

取組３：新授業評価制度の設計（Ⅲ学修成果・教育成果の把握・可視化） 

（１）取組の概要 

学士力を軸として学修成果・教育成果の把握・可視化について、授業評価アンケートにお

いて、学生から直接の声を聞くことにした。 

当該授業において、どの学士力が身に付くかは、カリキュラムマップにおいて整理されて

おり、シラバスにも記載がある。そこで、新しく実施した授業評価アンケートにおいて、学

士力を身に付けることができたかを質問するようにしている。 

学部

共通科目 １

専門科目 ２

学部・大学院共通 ３

大学院 ４

教職 ９

全学共通科目・教職科目 ０

総合政策学科 １

国際コミュニケーション学科 ２

福祉コミュニティ学科 ３

人間形成学科 ４

看護学科 ５

看護大学院 ６

レベル

学科等
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その他、授業評価では、学びを深めたいと思ったかなどの質問や、授業改善への前向きな

提案（自由記述）などの質問も追加した。 

 

（２）取組の成果 

授業評価の結果は、学士力ごとの評価結果を集計している。学士力の中でも、山梨県立大

学の目的・使命である「グローカルと地域、実践」に関係する力に注目して評価を行ってい

る（下図で、赤くなっている部分）。その結果、初回の 2017 年度前期と最新の 2019 年度後

期（６回目）を比較すると、全体的に学士力が身に付いたという評価が上がっており、中で

も大学の目的・使命である力（赤い字）が上昇していることがわかる。 

 

１．カリキュラムマップで設定されているこの授業の「学士力」を身に付けることができましたか？

④そう思う ③ややそう思う ②あまりそう思わない ①そう思わない

２．この授業を受講したことによって、この分野の学びを深めたいと思いましたか？

④そう思う ③ややそう思う ②あまりそう思わない ①そう思わない

３．教員の説明はあなたにとってわかりやすかったですか？
④そう思う ③ややそう思う ②あまりそう思わない ①そう思わない

４．この授業に対する教員の熱意を感じましたか？
④そう思う ③ややそう思う ②あまりそう思わない ①そう思わない

＜自由記述＞

（１）この授業の内容や方法でとくによかった点、この授業を受けて有益であった点があれば記入してください。

（２）この授業をよりよくするための提案があれば記入してください。

（新）学生の授業評価

学士力の結果順位(2017年度前期）

3.37学士基盤力
（共通）

3.51学士専門力
（教職）

3.68人間関係形成力 3.61国際コミュニケーション専門

力

3.31実践力・問題解決力 3.56社会貢献力 3.42援助関係形成力 3.86自己学修力

3.60実践力・問題解決
力

3.55国際コミュニケーション基礎

力

3.30人間関係形成力 3.44専門知識理解 3.41看護実践力 3.67教職実践力

3.40想像力・表現力 3.54地域マネジメント専門
力

3.26地域貢献力 3.40研究力 3.41思考力・判断力 3.50教職知識理解

3.37自己学修力 3.39外国語活用能力 3.26態度・志向性 3.39自己学修力 3.40教養を高める力 － 社会貢献力

3.33自然・社会・文化理

解

3.32国際政策教養力 3.23知識理解力 3.35人間関係形成力 3.39自己学修力

3.32地域・国際コミットメ

ント力

3.28国際ビジネス・観光専門

力

3.22思考・技能 3.33技能活用力 3.39探究する力

3.25地域マネジメント基礎
力

3.20共感的理解力 3.32創造的表現力 3.38連携し協働する力

3.22国際ビジネス・観光基礎
力

3.38変革を志向する力

学士専門力(学部・学科）
3.29 人間福祉学部

3.34 国際政策学部 3.39 看護学部3.23福祉コミュニティ学科 3.40人間形成学科

数字は実際
4段階

3.35１回目

赤字は大学の使命・目的のキーワード、－は開設科目なし
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（３）取組の工夫点 

①個々の授業改善から組織制度開発への移行 

新しく授業評価を行うにあたっては、実施要領を作成した。これまでの授業評価では、

個々の授業改善に使う側面が大きかったが、今回の授業評価は、大学の教育成果・学生の学

修成果を可視化するためのものであると位置づけた（個々の授業改善から組織制度開発へ

の移行）。 

集計結果は、教員個人レベルで出すのではなく、学部学科レベルでみていくようにした。

また、複数の教員が担当する科目については、教員別にみるのではなく、あわせて１つの科

目として扱うようにした。 

 

学士力の結果順位(2019年度後期）

3.51学士基盤力
（共通）

3.79学士専門力
（教職）

3.67人間関係形成力 3.67専門的問題解決能力 3.52実践力・問題解決
力

3.67社会貢献力 3.82看護実践力 3.92自己学修力

3.60実践力・問題解決
力

3.61地域マネジメント専門
力

3.50共感的理解力 3.61技能活用力 3.76連携し協働する
力

3.88教職実践力

3.54想像力・表現力 3.59国際コミュニケーション専

門力

人間関係形成力 3.60専門知識理解 援助関係形成力 3.77教職知識理解

3.52地域・国際コミットメ

ント力

3.52国際ビジネス・観光専
門力

3.44態度・志向性 3.59人間関係形成力 3.74思考力・判断力 － 社会貢献力

3.51自己学修力 3.48国際政策教養力 3.43知識理解力 3.58研究力 3.73自己学修力

自然・社会・文化

理解

外国語活用能力 3.42思考・技能 3.52創造的表現力 3.71探究する力

能動的実践力 3.33地域貢献力 3.51自己学修力 3.70教養を高める力

3.41国際ビジネス・観光基
礎力

3.32国際コミュニケーション基

礎力

3.23地域マネジメント基礎
力

3.68変革を志向する
力

＊(-)は該当開設科目なし

学士専門力(学部・学科）

3.51       人間福祉学部
3.47 国際政策学部 3.72 看護学部3.44福祉コミュニティ学科 3.59人間形成学科

3.58６回目(最新）



54 

 

2－10  共愛学園前橋国際大学 

取組１：ディプロマポリシーと「共愛 12 の力」（Ⅰ「三つの方針」を通じた学修目標の具体化） 

（１）取組の概要 

ディプロマポリシー（DP）を中心に学修成果の可視化を行うにあたり、現状の４つの DP

では、抽象度が高く、達成度を評価するのには難しい面もあった。 

そこで、建学の理念、教育目的、4 つの DP、さらには各コースが育む知識・スキルや地

域産業界ニーズも加味して、学習成果指標となる「共愛 12 の力」を設定した。 

共愛 12の力は、各授業によって育成される力が何なのかがシラバスにも明記されている。 

 

 

（２）取組の成果 

教育目標や DP を改めて「共愛 12 の力」として設定したことで、何を目標として学ぶの

かということについて、学生の理解が深まっている。特に、共愛学園前橋国際大学の教育の

特徴である共愛＝共生の精神、グローカルマインドについては、ほとんどの学生が認識して

いる。  
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学修の振り返りの際も、どういう力をつけなくてはならないのかが明確になっているた

め、学生にとって振り返りがしやすくなっている。 

また、大学のアピールポイントにもなっている。高校生に対しても、入学前から本学はこ

の 12 の力を身につけることを伝えている。この力をつけたい学生に入学して欲しいという

メッセージとなっている。 

 

（３）取組の工夫点 

①ルーブリックの作成 

「共愛 12 の力」を学生の自己評価等に活用するために、コモンルーブリックを作成した。

レベル 0 を含めた 5 段階評価となっている。ルーブリックをもとに学生は何ができるよう

になったかを確認し、レベルを自己評価していく。 
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②全教職員の話し合いにより作成 

「共愛 12 の力」は、大学の全ての専任教員と職員が参加する会議における話し合いで決

められた。また、ルーブリックについても教職員全員で決めた。 

これにより、教職員全員が「共愛 12 の力」を十分理解しており、シラバス作成や学生へ

の面談など「共愛 12 の力」を使った取組がスムーズに行われる。授業や学生支援を行う際

にも、この力を意識して行うようになっている。 

また、大学として目指す方向を教職員全員が一致させられることが強みとなる。カリキュ

ラム改編の話し合いなども、12 の力を身につけるためということを前提としてできるため

活性化する。 

この他、例えば、ある職員は、「共愛 12 の力のうち〇〇の力を伸ばすサポートをしたい」

といった目標設定を行うなど、教員だけでなく職員にも浸透している。 

 

③企業ニーズ調査の実施 

「共愛 12 の力」の際には、地域の産業界にアンケートやヒアリングを行い、大学として

目指すべきだと考えていた力が、地域でも必要とされているかの検証を行った。 
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取組２：KYOAI CAREER GATE を活用した自己評価による学修成果の可視化（Ⅲ学修成

果・教育成果の把握・可視化） 

（１）取組の概要 

共愛学園前橋国際大学では、学習成果の可視化として、e ポートフォリオ「KYOAI 

CAREER GATE」を活用している。 

 

 

学生は、授業の振り返りや、部活、サークル、ボランティアやアルバイトなど学外での活

動の記録を、共愛 12 の力にリンクさせて「KYOAI CAREER GATE」に蓄積する（活動

記録を記載する際に、12 の力のどの力と関係していたかをチェックできる）。 

上記の活動記録をエビデンスとして、学生は、共愛 12 の力がどこまで伸びたかを、毎年

自己評価していく。 

あわせて、学生が評価者としても成長していくために、自己評価結果を元に、教員とのリ

フレクション面談を行う。このリフレクションにより、評価結果を精緻化していく。 

毎年、年度初めに前年度の振り返りを行う。「KYOAI CAREER GATE」の活動記録と

ルーブリックを基に自己評価を行い、今年度の目標を設定する。その結果を元に、担当教員

（ゼミの担当教員）とリフレクション面談を行う。 
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（２）取組の成果 

「KYOAI CAREER GATE」を活用したエビデンスベースの自己評価を行うようにな

ったことで、学生は、振り返りの際に、これまでやってきたことだけでなく、その結果とし

ての自分の変容を語れるようになった。 

例えば、就職活動などで、「大学で何をしたか」という質問を受けた時、学生は、学生時

代に行った活動の内容を答えるだけではなく、活動したことで、どんな力が身についたかを

語ることができるようになっている。 

 

（３）取組の工夫点 

①12 の力に紐づいた活動記録の振り返り 

「KYOAI CAREER GATE」で活動を記録する際に、その活動が 12 のどの力と関係

しているかをチェック（タグ付け）できるようになっている。 

 

 

そのため、振り返りの際に、12 の力ごとに活動記録を検索できるようになっている。そ

れぞれの力について、自分がその時どのような行動をしたか、どのような成長をしたかを過

去の活動記録で振り返ることができる。さらに、各授業がシラバスで共愛 12 の力と紐づい

ているため、12 の力ごとに関係する履修した授業の一覧もみることができる。 

自己評価では、なぜそのような評価を行ったのかを、自分の言葉で文章化していく。その

際のエビデンスとして活用できる。 
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②「KYOAI CAREER GATE」活用促進の工夫 

「KYOAI CAREER GATE」への記録を学生に習慣づけるために、授業において活用

を促している。 

まず、入学時オリエンテーションにおいて、「KYOAI CAREER GATE」の重要性など

を説明する。その上で、例えば、1 年生の基礎演習のゼミの中で、課題を必ず「KYOAI 

CAREER GATE」にアップをする、毎回の演習の振り返りを「KYOAI CAREER GATE」

に記入するなど、授業の課題として活用するようにしている。 

さらには、「KYOAI CAREER GATE」での振り返りを、成績評価の 1 つとするケース

もある。また、コースによっては、ゼミ選択の際の評価基準として「KYOAI CAREER 

GATE」の記入状況をみるケースもある。このように授業で活用することにより、学生の

「KYOAI CAREER GATE」への記録を習慣化している。 

 

③名称の工夫 

本システムは、いわゆるポートフォリオシステムであるが、名称は共愛ポートフォリオシ

ステムではなく、共愛キャリアゲート（KYOAI CAREER GATE）としている。 

これは、学生に対し、本システムが、今後の人生のキャリアを切り開いていくための力を

つけるためのスタートの門（ゲート）であるというメッセージを込めている。このことは、

入学時オリエンテーションでも伝えるようにしている。 
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取組３：ショーケース（Ⅴ情報公表） 

（１）取組の概要 

「KYOAI CAREER GATE」に入力した

活動記録を、学生はショーケースという仕組

みを使って、一般に公開することができる。 

学生は、「KYOAI CAREER GATE」に

蓄積した様々な活動記録の中から、特に自ら

の特徴と成長を示す記録をピックアップする

ことで、自動的に個別の学外公表ページを生

成することができる。 

該当 URL、あるいは大学公式 WEB 上での

検索のための 10 ケタの検索コードを伝達す

ることで、特定の学外者に対して自らの学び

の記録を公開することができる。 
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（２）取組の成果 

ショーケースは、就職活動の際の強みになっている。企業の「面接や成績表だけでは、学

生の評価は難しい」というニーズを受けて作成した仕組みとなっている。面接だけではわか

らない日々の学生の活動状況を補完する材料となっている。 

また、学生がショーケースを作成することで、自分が一番アピールしたい特徴的な学びや、

自分自身の変容を考えられるようになった。このことも、就職活動の場面で非常に強みにな

っている。 

 

（３）取組の工夫点 

①ショーケース作成方法の指導 

まず、1 年生の「キャリアプランニングⅠ」で、5 つ公開することを目標として、ショー

ケースを作成し、成長の記録をしっかりとまとめる習慣づけも行っている。さらに、3 年生

の授業「キャリアプランニングⅣ」において、ショーケースを作る演習をしている。ショー

ケース作り演習の回を設け、自分で今まで蓄積した活動記録をベースに、文章の構成や、写

真の配置などを工夫しながら、外部に公開できる内容にとりまとめる。 

 

②公開内容は学生に任せる 

ショーケースは学生が作り、どの記事をオープンにするかの判断も学生に委ねている。大

学の検閲を通らないものをオープンにしていいのか、大学の公式な記事としていいのかと

いう議論が学内であったが、最終的には学生の判断を信じるということになった。 
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2－11  東京都市大学 

 

取組１：教育課程編成方針 2020（Ⅱ授業科目・教育課程の編成・実施） 

（１）取組の概要 

東京都市大学では、2018 年に「教育施策に関する基本方針 2020」を提示し、これまで進

めてきた施策を改めて整理して、2020 年度 4 月入学生からより一体的な教育改革を行うこ

ととなった。学生の主体的学修を推進するため、クォーター制の推進、科目のスリム化、CAP 

制の厳格化、講義演習形式の科目数の増加などの施策を実施した。 

 

 

 

クォーター制は、学長のリーダーシップの下、全学的に進めてきており、2020年度から

完全実施となった。1つのクォーターで開講する科目数を半減させて、週2回、学生が同じ

科目の授業を受ける。週2回、同じ授業を受けることで、学生の負荷は大きくなるため、1

週間で受講できる科目数も限られてくる。たくさんの講義メニューがあっても、すべて学

習できるわけではない。そこで、あわせて科目のスリム化を一体で進めてきた。 

学習者本位という考え方について、以前であれば、学生が受けたい科目を自由に受講で

きるということであったが、今の学習者本位は、学生が勉強すべきことは何か、どのよう

2014年度から
約150科目を削減

2020年度から
原則完全実施

2021年度から
全学実施

2020年度から
各学部導入

クォーター制
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にやるべきかを自ら気づいて学習し、最終的には学生が自分の希望する進路を描けるよう

になることであるという考え方に発想の転換をした。 

授業科目のスリム化として、2014年度と比較して約150科目を削減した。専門基礎科目

の卒業要件単位数は30単位以上、専門科目の卒業要件単位数は60単位以下とし、専門基礎

科目と専門科目の卒業要件単位数の和は90単位とした。この枠を設定し、各学部学科でカ

リキュラムを再設計した。 

CAP制も厳格化し、4年生前期まで履修する授業計画を基本としている。2021年度よりセ

メスターごとの履修上限単位数をすべての学部で20単位とする。 

さらに、各学科の必修科目など最重要科目4～5科目を厳選し、講義演習形式の授業とし

た。必修科目を講義演習科目の形式に見直し、例えば講義のある日にもう一コマ使って演

習を行う等、教育効果をより高める工夫をしている。 

 

（２）取組の成果 

学生実態調査結果をみると、これまでの取組の成果として、教育満足度が徐々に上がって

きている。さらに、学生の自学自習の時間が増加している。集中して勉強できる点が良いと

いう意見も聞かれる。 

学生から忙しくなったという意見もあがっているが、教員からみて、学生は集中して学習

するクォーター制のスタイルに対応している印象がある。 

 

（３）取組の工夫点 

①教員が研究に集中できるクォーターの設置 

1週間に 2回授業のあるクォーター制により、教員も忙しくなる。そこで、年間の 4クォ

ーターのうち、1クォーターは原則授業担当がないように配置している。授業のないクォー

ターがあることで、教員はそのクォーターで研究やその他の事に注力できる。 

②留学やインターンシップの促進 

必修科目を開講しないクォーターも作るようにしている。長期休みと必修科目のないク

ォーターを組み合わせることで（春休みと第 1 クォーター、夏休みと第 3 クォーター）、必

修科目に影響することなく長期留学や長期インターンシップに参加することができる。学

生が、授業だけでなく、自由に自分の活動ができるような配慮をしている。 
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取組２：e ポートフォリオ「TCU-FORCE」とディプロマ・サプリメントの発行（Ⅲ学修成果・教育

成果の把握・可視化） 

（１）取組の概要 

一人一人の学生が自らの学びの成果として身に付けた資質・能力を記録し、振り返ること

のできる仕組みとして、e ポートフォリオである TCU-FORCE（FOR Career Enrollment）

を構築した。 

TCU-FORCE には、日々の活動記録やアピール項目といった学生が入力する定性情報と、

成績等の定量情報が蓄積される。定性情報として、学生は、正課活動、正課外活動、学外活

動の全てを記録するようになっている。定量情報については、成績（基礎学修、専門学修、

卒業研究等の評価等）、リテラシー・コンピテンシー基礎力（外部のアセスメントテストの

結果）、語学力（各種検定試験の結果）などが蓄積されている。定量情報については、レー

ダーチャートにより結果が表示される。 

さらに、TCU-FORCE に蓄積された情報は、卒業時には学生個人の学修成果の達成度を

総括するディプロマ・サプリメントとして発行できるようになっている。なお、在学中には

プレ・ディプロマ・サプリメントとして可視化することで、学生と教職員が学修習熟度を共

有しながら、学生は自ら学びの PDCA サイクルを回し、教職員がこれを支援している。 
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（２）取組の成果 

東京都市大学では、AP 事業として 2016 年度より TCU-FORCE の開発に着手し、2018

年度入学生から試行運用を開始。2019 年度からは全学部の入学生が TCU-FORCE を活用

している。 

後述するガイダンスでの指導もあり、2019 年度入学生の利用率は 98％と高いものとなっ

ている。ただし、日々の活動記録を入力する学生の割合は 17％にとどまっており、常時活

用してもらうようにすることが今後の課題といえる。 

 

 

 

（３）取組の工夫点 

①キャリアガイダンスにおける指導 

学生が TCU-FORCE を継続的に利用するように、キャリアガイダンス等において指導を

行っている。 

まず、1 年生の入学直後のオリエンテーションで、TCU-FORCE の紹介をして、目標を

設定させる。次に、第 3 クォーターの最初にもオリエンテーションを行い、目標に対しての

振り返り、次の目標設定をするようにしている。さらに、学生が登録した情報などに対して

は、担当教員がコメントを返し、さらなる利用を促す。 

このように、定期的なガイダンスや指導を行うことで、継続的な利用へとつなげている。 
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②SD-PBL,卒業研究ルーブリックの実施 

次の段階として、ディプロマ・サプリメントで示されるレーダーチャートの全ての項目を

上げていくために、各学年で卒業研究へとつながっていく SD（Sustainable Development）

PBL を導入している。4 年間にわたる継続的 PBL 教育による主体的学修を行うことによ

り、ディプロマポリシーのレベル充足を目指す。 

さらに、SD PBL の集大成となる卒業研究については、ルーブリックによる評価を行う。

2016 年から、学修成果の可視化に向けて、全学科で卒業研究ルーブリックの開発にも取り

組んできた。現在は、卒業研究用標準ルーブリックの開発も進めている。全学ディプロマポ

リシーと紐づけを行い、卒業時にディプロマポリシーで規定したレベルに到達しているか

を測る。 

 

 

 

取組３：教育開発機構の設置（Ⅳ教学マネジメントを支える基盤） 

（１）取組の概要 

教育改革の推進、教育の質的向上を担う全学的な組織として、教育開発機構が設置されて

いる。教育開発機構は、教育担当副学長が機構長となり、「数理・データサイエンス教育セ

ンター」「FD 推進センター」「教育開発室」「教育アセスメント室」「ICT 戦略室」から構成

される。 
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例えば、教育開発室では、科目のスリム化、クォーター制などの施策が各学部学科のカリ

キュラムに反映されているかどうかカリキュラムのチェックリストを用意し点検している。

また、教育アセスメント室では、卒業研究ルーブリック、SD PBL、シラバス、GPA の評価

等、評価に関わる部分の取組をマネジメントしている。 

 

（２）取組の成果 

2014 年からの中長期計画に基づく教育改革に着手した頃は、教育開発機構は存在せず、

学長から直接、全学教務委員会が中長期計画に則した取組の実行を担う形となっていた。だ

が、教育改革を推進するために教育開発機構を設置した。 

 

 

教育開発機構の設立当初は、教育改革の企画を行う教育開発室のみがあった（PDCA の

P を行うのみ）。2016 年に AP 事業が採択されたことを契機に、PDCA の P だけではなく、

D をマネジメントする機能、C から A につながる機能も担うようになっていた。 

このことによって、教育課程編成方針 2020 や AP 事業（TCU-FORCE、ディプロマ・サ

プリメント等の開発）が推進された。 

学 長

［学長会議］

教育開発機構
（機構長：教育担当副学長）

各学部・学科

大学戦略室
学外有識者

事務局 （学生支援部、企画・広報室、総合情報システム部、総務部 ）

外部評価

指示

教育改革の推進
教育の質的向上

実行

連携

中長期計画
（         2030）

の推進

教学IR

（企画・広報室IR担当）

大学評価室
連携・情報共有

全学での
内部質保証の推進

学生FD委員

数理・データサイエンス

教育センター ※1

ICT戦略室

協働FDの実施

※1 令和2年4月に新設
※2 平成31年4月にFD専門委員会（全学教務委員会の下部委員会）を統合、令和2年4月にFD推進室から名称変更

全学委員会
（教務、学生部

キャリア、入試、等）

FD推進センター ※2

教育      室

教育開発室

報告
上申
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なお、これまで構築した教学マネジメントの仕組みを活かして、文部科学省「知識集約型

社会を支える人材育成事業」に、「ゲームチェンジ時代の製造業を切り拓く“ひらめき･こと･

もの･ひと”づくりプログラム」が選定されている。ひらめき・こと・もの・ひとというカ

テゴリを設け、これまである教養科目や専門科目の枠組みを取り外して、カリキュラムを構

成する。ディプロマ・サプリメントにおいても、ひらめき、ものといったカテゴリでレーダ

ーチャートに示していく予定である。 

 

（３）取組の工夫点 

①トップの意向と現場の意見を調整しながら業務を推進 

機構長である教育担当副学長は、学長をトップとする学長会議の構成員であり、かつ全学

委員会の 1 つである全学教務委員会においても委員長を務めてきた。これにより、大学ト

ップの方針をどう反映させるかということ、現場の各学部学科教員の意見を吸い上げてい

くことを調整しながら進めることができる。 

 

②機構内の連携推進 

FD、教育開発、カリキュラム関係、アセスメント関係、 ICT、データサイエンスなど、

各セクションに室長を置いて、室長が教育開発機構長と常に密なコンタクトをとって、機構

の動き全体をマネジメントしている。職員が有機的につながることで連携が密となる。また

学生 FD との連携も図っている。 
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2－12  北陸大学 

 

取組１：人材養成コンセプトの再定義とカリキュラムの再編（Ⅰ「三つの方針」を通じた学修目

標の具体化、Ⅱ授業科目・教育課程の編成・実施） 

（１）取組の概要 

2017 年に名称変更により誕生した北陸大学経済経営学部は、「マネジメント学士号を付

与する当学部の人材養成の目的は、社会と組織と自己のマネジメント力を身につけること」

と学部のコンセプトを再定義した。このマネジメント力を軸に DP を設定した。 

 

北陸大学経済経営学部 DP（2019 年～） 

（１）知識・技能 

①社会の一員として必要となる幅広い知識と技能を身につけている。 

②マネジメント関連分野の専門知識と技能を身につけている。 

（２）思考力・判断力・表現力 

③課題や解決策を見いだし、論理的に表現する力を身につけている。 

④経験から学び、成長する力を身につけている。 

（３）主体性・多様性・協働性 

⑤自ら進んで他者と協働し、課題を解決する力を身につけている。 

⑥多様性や国際性を理解し、行動する力を身につけている。 

 

この DP を踏まえ、カリキュラムの再編を行った。カリキュラムの再編に当たっては、

「コンセプトが見えにくい」「科目数が多すぎる」という問題の解決を図っていった。コン

セプトについては、学部の人材養成の目的であるマネジメント力を身につけるために、経済、

経営、法律、会計、情報の 5 分野を「社会人のための必須 5 分野」と位置付け、まず初年次

で 5 分野を横断的に履修するカリキュラムを組んでいくこととした。 

科目数が多すぎる問題については、学部の科目数の上限を先に決めた。教員 1 人が前期

後期あわせて担当できる科目数はゼミを除いて 6 科目、20 数名の教員を前提として、最大

の科目数を 120 科目と設定した（自由科目を除く）。 

新カリキュラム作成にあたっては、11 名の教職員が１年かけて 20 回ほどのワーキング
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を実施した。複数の専門分野がある学際的学部のため意思統一を図るのが大変であったが、

会議室に集まり、ポストイットと模造紙、ホワイトボードを用いて課題を共有し、カリキュ

ラム作成方針を徐々に作り上げ、教授会と対話を重ねつつ、120 科目を決めていった。 

 

（２）取組の成果 

新カリキュラムは、次のようなカリキュラムツリーとして整理された。1，2 年生では、

前述の 5 分野を横断的に学び、3、4 年になると自分の興味関心のある 2 分野程度に絞って

集中的に履修することを想定している。 

 

北陸大学経済経営学部カリキュラムツリー 

 

 

カリキュラムを再編したことにより、科目数が減り、教員にとっても学生にとってもわか

りやすいカリキュラムとなった。また、このようなカリキュラムツリーの形にしたことによ

り、学生が学んできたことが初年時から積み上がっていくことを、学生も教職員も認識でき

るようになった。 
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（３）取組の工夫点 

①履修の積み上がりの可視化 

学ぶ科目が積みあがる形となっているカリキュラムツリーは、学生自身が自分の履修状

況の確認できるツールでもある。このカリキュラムツリーは、オンライン上で、履修科目を

塗りつぶしていくことができる。これにより、履修済み科目がどのように積みあがっていて、

何を重点的に学んでいるのかを学生自身で可視化できる。虫食い履修になっていないかな

どのチェックにもなる。 
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取組２：DP ルーブリック（Ⅲ学修成果・教育成果の把握・可視化） 

（１）取組の概要 

カリキュラムの再編にあわせて、上記のカリキュラムツリーに加え、DP ルーブリックと

カリキュラム・マップも作成した。DP ルーブリックは、マネジメント力に必要な 6 つの DP

をもとに、学年ごとに求められる到達度を設定したものである。 

学生は、年度の最初に、DP ルーブリックをもとに年間の学修目標を立案する。年度末に

は、DP ルーブリックを参照しながら、1 年間のふりかえりと自己評価を行う。 

北陸大学経済経営学部 DP ルーブリック 

 

 

今年度から、DP ルーブリックの自己評価に加えて、当該年度の GPA との比較を学生が

行うようにした。「あなたはこの GPA をどう思いますか」「GPA と DP の自己評価の差をど

のように感じていますか」という問いかけを行い、「自分に甘い」とか「自分に厳しい」と

いった自己評価のパターンに気づかせる工夫をおこなっている。 

従来、DP ルーブリックの自己評価は年度末に行なっていた。だが、その時期だと自己評

価と当該年度 GPA を比較することができない。そのため、自己評価を実施する時期を次年

度の初めに変更した。 
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また、カリキュラム・マップには、科目のナンバリングや DP との関連性を示すだけでな

く、科目概要も記入されている。カリキュラムマップと連動した授業を実現するために、学

部として組織的に管理する方針も教授会で決定された。 

 

（２）取組の成果 

DP ルーブリックの自己評価によると、2019 年度には 1 年生の 85%が１年次レベルで設

定されているマネジメント力に「到達できた」と回答した。なお、新カリキュラムは、まだ

2 年目のため、今後もデータを蓄積し、分析を行う必要がある。 

自己評価と GPA の比較を行うことによって、学生からは「自分の見方が甘かった」とい

うような声もあがった。自己評価がもしかしたら甘いのではないか、ということを学生が気

付き、適正な自己評価能力（メタ認知能力）を身につけることは、主体性や自律性の育成と

関わる重要な教育目標の一つである。 

 

 

また、DP ルーブリックを用いて目標設定等を行うプロセスを通じて、学生に DP や人材

養成の目的が浸透してきている。例えば、オープンキャンパスなどで学生が学部説明を行う

際、「マネジメント力」や DP の用語を使って、自分がどのように成長しているかが説明で

きるようになっている。 

 

（３）取組の工夫点 

①自己評価能力の育成 

21 世紀型スキル育成 AO 入試（2020 年度より総合型選抜（21 世紀型スキル育成方式））

においても、受験生がグループで課題解決型アクティビティを行い、その結果を自己評価さ

せるとともに、教職員による観察評価を行っている。これまでの結果の分析から、自己評価
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と観察評価の相関関係は年々弱まっていく一方で、自己評価と観察評価のギャップ（差）と、

入学後の GPA がより強く関連していることがわかった。自己評価が適切な学生（ギャップ

が少ない学生）ほど成績が良く、自己評価と観察評価の差が大きい学生ほど GPA が低い傾

向にあるということである。 

つまり、自己評価能力を高めることは、入学後の成績向上につながる可能性がある。そこ

で、当該入試合格者には、入学前教育として入試結果をフィードバックし、「自分に甘いパ

ターン」とか「自分に厳しいパターン」など、自己評価と観察評価の差を含めたパターンを

いくつか示し、自分がどのパターンに当てはまるかを分析させ、自己評価能力・メタ認知能

力の向上に必要なことを考えさせるプログラムを実施している。 

メタ認知能力は、自己調整学習能力と深い関わりがあると言われる。新型コロナ流行期間

のオンライン授業によって見えてきたこととして、自己調整学習能力の高い学生は、オンラ

イン授業でも成果を上げていたことがあげられる。オンライン授業が大半を占めた 2020 年

度前期の GPA が前年度より上がった学生に、どのように授業を受けていたかと聞くと、自

分なりの学修計画や勉強法などを語れる学生が多かったように思われる。一方、GPA が下

がった学生はそうした主体的な行動が苦手な学生が多く見られた。ポストコロナ時代にお

いて、自己評価能力、自己調整学習能力の育成は、さらに重要となってくるといえる。 

 

②スキルの積み上がりの可視化 

DP ルーブリックの自己評価について、以前は 5 件法を使っていた。だが、その結果、真

ん中の「どちらでもない」という評価をする学生が 3 割程度存在した。「どちらでもない」

という評価は、学生自身にとっても対外的にみても、とらえにくいものになる。 

そこで、6 件法で変更することによって、「到達できた」「到達できない」のどちらに近い

状況なのかがはっきりとわかるようになった。 
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取組３：教授会資料（Ⅳ教学マネジメントを支える基盤） 

（１）取組の概要 

学部の教育活動に関しては、半期ごとに報告書を作成し、学内の最上位会議体である教学

運営協議会で報告している。経済経営学部では、GPA や学生の自己評価の結果を分析する

ことで、教育活動報告書がカリキュラム・マネジメントにつながるよう工夫している。同資

料は教授会でも報告し、学部の課題を共有するとともに、エビデンスに基づく改革を進める

ことを心掛けている。 

 

（２）取組の成果 

同報告書の重点項目は毎年変更されている。初期の頃は、学年別 GPA 分布や、DP ルー

ブリックの自己評価結果といった一般的な内容にとどまっていた。 

そこから次第に、学部のその時々の問題に焦点を当てるようになった。例えば、学生数増

加によって同一科目の複数クラス開講が増加したが、そうした科目の成績評価を分析する

と、教員間でかなりブレが存在することがわかった。これは学部として取り組むべき問題で

あるとらえ、教授会で提案した結果、複数開講クラスで成績評価を確定する前には、担当教

員間で評価のすり合わせを行うようにした。 

次に問題になったのは、成績評価のインフレ傾向であった。S 評価が極端に多い科目があ

るなど、科目間で成績評価のブレが大きいことが明らかになった。 

こうした問題をふまえ、教授会で議論を重ね、学部としての「成績評価のガイドライン」

を策定した。その中で、成績評価は到達度評価（絶対評価）を基本としつつも、S 評価には

相対的評価を加味し、15%〜20%程度になるよう授業を設計することとした。 

 

取組４：学生情報の共有（Ⅳ教学マネジメントを支える基盤） 

（１）取組の概要 

1 年次のゼミから、ゼミ担当教員がキャリア科目も連続実施し、2 科目を 135 分間（年間

合計６単位）とする仕組みが導入されている。授業終了後には、担当教員が毎週 45 分間打

ち合わせを行っている。授業のふりかえりとともに、欠席しがちな学生や配慮が必要な学生

の情報等を共有するためである。また、学生名簿をスプレッドシートにして、ゼミ担当教員

全員で共有している。そこに教員が学生との面談内容や特記事項を記入していく。教員は他
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のゼミの学生情報も閲覧できるようになっている。 

 

（２）取組の成果 

学生データを共有化することにより、一人の学生に対して、ゼミの担当教員だけではなく、

他の教職員の目も自然とそそがれるようになる。教育改革と同時に、教員が学生を組織的に

見守る体制ができると、教職員の目が届かない学生が減り、退学率も自然と下がる。 

また合理的配慮が必要な学生に対しても、担当教員一人に任せると（押し付けると）、そ

の教員だけが疲弊してしまうことが起きかねない。しかし、多くの教員で情報を共有しなが

ら全体的に見ていくと、たとえ発達障がいの学生であっても特別な配慮の必要性が生じず、

これまでのところ合理的配慮を公式に求めた学生も出てきていない。 

こうして毎年様々な情報が蓄積された学生データは、就職支援にも活用されている。4 年

次になると、学生データを進路支援課とも共有し、教員と進路支援課それぞれで就活状況を

記入する。その結果、就職活動が不調な学生を把握することも容易になり、結果として高い

就職率となった。 

 

取組５：データを用いた情報公開（Ⅴ情報公開） 

保護者、高校の先生など外部に対して学部説明を行う際は、客観的なデータを用いるよう

にしている。入学者数や、退学者の減少、就職率の他、DP 到達率（自己評価）など教学マ

ネジメントで活用しているデータも用いている。学部や学生の良い点を的確に説明できる

ような数字を出すようにしている。 

オープンキャンパスなどで高校生に対しても、同様の内容で学部説明を行うようにして

いる。 
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2－13  関西大学 

 

取組１：教学 IR プロジェクト（Ⅳ教学マネジメントを支える基盤） 

（１）取組の概要 

関西大学の内部質保証システムは、全学レベル（マクロ）、学部・研究科・その他組織レ

ベル（ミドル）、構成員・授業レベル（ミクロ）と重層化しており、それぞれのレベルにお

いて PDCA サイクルを回している。このうち、C の部分を教学 IR プロジェクトが担って

いる。 

 

 

特に、教学 IR プロジェクトでは、マクロ（全学）のみならず、ミドル（学士課程，教育

プログラム単位の組織レベル）の連携・調査・分析ニーズに応える組織となっている。教学

IR プロジェクトは、2014 年に発足、翌年の 2015 年から学生調査を開始した。 

教学 IR プロジェクトは、教職協働の部局横断型組織であり、副学長（教育推進担当）を

トップに、入試部門、教務・学務部門、キャリア部門等から計 24 名の教職員で構成されて

いる。さらにその下に作業部会（ワーキンググループ）が設置されており、入学時・卒業時

調査項目の作成や各種分析等の実務を担当している。 
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（２）取組の成果 

教学 IR プロジェクトにより 2015 年から後述する学生調査が開始された。 

また、IR 活動を通じたカリキュラム改善の事例もある。ある学部では、初年次の特定の

専門必修科目の単位を落とした学生において、4 年間での卒業率が低くなる、という傾向が

みられた。そこで、FD・授業改善の業務を担う教育開発支援センターと協力して、授業全

体のプログラム改善をおこなった。15 回の授業の１回目、中間、最終に学生アンケートを

行い、学生のコンピテンシー（資質・能力）の変化や満足度などを測定した。また、その科

目は学部学生全員が受講し、かつ 30 人程度の少人数授業として行われていたため、教員に

よって授業のやり方が異なっていた。そこで、教育開発支援センターがティーチングガイド

作成やピアサポート導入支援をおこなった他、授業内容の統一化、PBL 導入をおこなった。

今後、パネル調査等で履修学生の学びの変化を追跡する予定である。 

 

（３）取組の工夫点 

①ミクロレベルの支援組織との連携 

教育推進部に所属する専任教員（4 名）が、ミクロレベルの支援を行う教育開発支援セン

ターと、教学 IR プロジェクトの運営を担っている。そのため、教学 IR プロジェクトの分

析により明らかになった課題に対して、教育開発支援センターの業務としてシームレスに

FD・改善提案へとつなげられる体制が関西大学の強みとなっている。 

②全学的な IR の実施 

また、これまで教学 IR プロジェクトは、学部（ミドル）の支援が中心だった。全学レベ

ルの IR を行う組織として、全学 IR 推進ワーキンググループが 2020 年に組織された。な

お、この組織は学長をトップとする内部質保障推進プロジェクトの下に配置されている。 

 

取組２：DP に則した考動力コンピテンシーの設定（「三つの方針」を通じた学修目標の具体

化） 

（１）取組の概要 

関西大学の DP は、自ら考え行動する力「考動力」を軸に、全学、各学部で個別に設定し

ていた。 

2014 年に、DP の達成度を測る学生調査（後述）を開始するにあたり、全学共通で DP を
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測ることのできる指標が必要となった。そこで、教学 IR プロジェクトにおいて、全学及び

各学部の DP、さらには世間一般の能力指標（学士力、PISA、社会人基礎力等）を参考にし

ながら、「考動力」を規定する概念として、5 つの力（考動力コンピテンシー）を抽出した。

学生調査では、この 5 つの力に関する設問を作成し、DP の達成度を測っている。 

 

（２）取組の成果 

5 つの力（考動力コンピテンシー）として、下記を定めることができた。 

 

 

取組３：学生調査を用いた IR 活動（Ⅲ学修成果・教育成果の把握・可視化） 

（１）取組の概要 

学修成果の可視化にあたり、直接評価（成績（GPA）や履修状況などの客観的データ）と

間接評価（学習行動、学習到達度等）を組み合わせて分析している。このうち、間接評価に

ついては、教学 IR プロジェクトが 2015 年から実施している学生調査を活用している。 

学生調査は、全学悉皆調査である入学時調査・卒業時調査と、１～3 年時の在学中に行わ

れるパネル調査（学部で内容が異なる）からなる。この他、入学前調査や卒後調査なども実

施している。特に、入学時調査、卒業時調査は、記名式で行われており、GPA や履修状況

などの外部データとの紐づけが可能となっている。 

学生調査の構成は、5 つの力とリテラシーを測定する 26 問と、学習行動や学生生活の状

況等を質問する 30 問の計 56 問で構成されている。学生がスマートフォンで 10 分程度で回

答できるような設計となっている。 

例えば、入学調査では「大学でどのような学びをしたいか」「今の不安は何か」「どうして

関西大学に入ったのか」「卒業後のキャリアプランはどう考えているか」などの質問をして

いる。卒業時調査では「授業・学生生活の経験・満足度」「就職先満足度」などを質問して

いる。入学時調査、卒業生調査は経年比較を行うことを念頭に置き、大幅な設問改修はおこ

なっていない。 

  

1 自律力 ・思考判断力 ・生涯学習力

2 人間力 ・リーダーシップ ・傾聴と発信

3 社会力 ・社会の規範と課題 ・社会に貢献

4 国際力 ・英語の習得と活用 ・異文化理解

5 革新力 ・価値の創出 ・生涯学習力
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パネル調査は、共通項目のほか、教学 IR プロジェクトと各学部が協力して独自項目を作

っている。調査の対象年度・時期も含め、各学部の要望に応じて実施している。 

 

 

（２）取組の成果 

各種調査の分析結果は、各学部にフィードバックされる。学部が関心を示す分析テーマと

して、例えば入試改革がある。この入試方式で入学した学生は、入学後に学力がどうなって

いるかなど、入試種別の教育効果を分析している。また、カリキュラム改変があった学部で

は、改変前後での学生の変化を分析している。 

また、入学時調査を用いた分析として、次のようなものがある。大学満足度と、学部満足

度のクロス集計分析をして、入学者の分布を見ている。このうち、大学満足度が低いが学部

満足度が高い学生を「不本意入学者」、大学満足度が高いが学部満足度が低い学生を「ミス

マッチ」、両方の満足度が低い学生を「不満足群」とし、今後の学生生活において適切な学

修支援を行うようにしている。 
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この他、4 年間で卒業できた学生と、そうでない学生の 1、2 年次の単位取得状況をプロ

ットし、1 年前期に単位を落とさないことが重要だということを分析したケースもある。 

 

（３）取組の工夫点 

①他の調査と組み合わせた丁寧な分析 

学生調査の結果をみると、必ずしも学生の 5 つの力が、入学から卒業まで段階的に伸び

てはいないことがわかる。入学時は自信があり自己評価が高くても、大学生活を送る中で他

者と比較することで自己評価が厳しくなる（低くなる）傾向がある。 

そのため、5 つの力の結果だけをみて分析するのではなく、成績・出席状況や課外活動経

験など、他のデータと組み合わせて分析するなど、丁寧にデータを読みといている。 

②教学ファクトシート集の作成 

こ学部から実際にオーダーのあった分析例をまとめた「ファクトシート集」を 2018 年に

作成した。各学部がどのような分析をすれば学修成果の可視化につながるかというヒント

になるように作成したデータサンプル集となっている。 

③各学部との密なコミュニケーション 

PDCA の C は、コミュニケーションだ、というかけ声のもと、IR に関わる調査や分析は、

学部と密にコミュニケーションをとりながら進めている。 

例えば、学生調査の結果報告において、各学部の教授会や執行部会に直接出向いて報告を
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おこなうことで、新たなニーズを聞き出し、次の分析活動につなげるようにしている。また、

他の学部の分析事例も伝えるなど、グッドプラクティスを共有している。 

 

 

取組４：履修アドバイスシステム（Ⅲ学修成果・教育成果の把握・可視化） 

（１）取組の概要 

学生調査等の学生へのフィードバックは、これまでは全体傾向などをポスターで公表す

るにとどまっていた。だが、学生の成長のためには、学生が今現在の自身の資質・能力を把

握した上で具体的なアクションにつなげることが重要であると考えた。 

そこで、調査結果を学生個人が確認できる「フィードバックシステム」を開始した（2018

年試行。2019 年本格稼働）。 

各学生がスマートフォンや PC で、学生調査の結果を閲覧できるシステムとなっている。

５つの力、リテラシーについて、学生個人の結果と学部の平均値がレーダーチャートで示さ

れている（②）。さらには、能力を伸ばすためのワンポイントアドバイス(例えば、この科目

の履修がオススメ、この力を伸ばすにはこのイベントに参加してみたら等)も表示される

（③）。このワンポイントアドバイスは、全学統一なコメントに加え、各学部独自コメント

を示す学部もある。 

  



83 

 

 

 

（２）取組の成果 

2019 年から本格開始されたシステムであり、現在は 13 学部中 7 学部で導入している。 

フィードバックをみた学生の中には、国際力が学部平均より低かったので、この力を伸ば

そうと海外ボランティアに参加し、プロジェクトリーダーを務めたものもいる。フィードバ

ックは、学生が自ら行動をおこすためのきっかけにもなっている。 

 

（３）取組の工夫点 

①素早い結果の公表 

学生への活用効果を高めるために、調査実施後、すぐにフィードバックの結果を出すよう

にしている。 

入学時調査は、4 月頭の入学ガイダンスでアンケートを回答してもらった後、1～2 週間

後を目途に結果が閲覧できるようにしている。これは、調査結果を学生の科目履修に役立て

てもらうためでもある。 

なお、学生調査は、最初は紙で実施していたが、素早く結果を出すために Web によるア

ンケート調査へと 2020 年から切り替えた。 
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2－14  国立高等専門学校機構 

 

取組１：モデルコアカリキュラムの構築（Ⅱ授業科目・教育課程の編成・実施） 

（１）取組の概要 

国立高等専門学校機構では、全国の国立高等専門学校共通のモデルコアカリキュラム

(MCC)を構築した。平成 24 年度から試案を作成し、平成 30 年度から全国立高専（51 高専

55 キャンパス）で導入を開始した。 

この MCC は、教員が「何を教えたか」から、学生が「何を学んだか」への転換を図って

おり、カリキュラムを学生の「到達目標」で示している。 

講義科目だけでなく、実験関連の科目についても MCC に組み込んでいるのが特徴の１つ

である。従来、各校、各教員で実施内容や評価がバラバラであった実験について、高専とし

て統一化を図り、実験スキルを到達目標として可視化している。 

 

 

（２）取組の成果 

これまでの高専教育では、教員がそれぞれの専門領域によって独自に授業を行っていた。

MCC を導入することにより、学生が卒業時に目指す技術者像を設定し、そこから逆算して
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必要なカリキュラムを設定し、かつこれを全国統一できた。 

特に、基本的な科目については、余人に代えがたい科目は作らず、複数の教員で担当でき

るようになった。さらに、同じ授業が全国の 51 高専で実施しているため、ある科目につい

て 51 名で改善・改良を相談できる体制が構築できたといえる。 

 

（３）取組の工夫点 

①WEB シラバスを用いたカリキュラムマップの作製 

全国立高専共通のシラバス入力システム（Web シラバス）を利用し、授業の到達目標と

MCC 等と紐づけ、評価ルーブリックなどを必須項目として入力する。これにより、カリキ

ュラムマップが自動生成される。 
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②各校の強みや特色を生かしたカリキュラム作成 

各校のカリキュラムは、60～70%はモデルコアカリキュラムに準ずるという規則を設け

ている。残りの 30～40%は、各校の独自のカリキュラムを構築しても良いことになってい

る。この 30～40%で、各校の強みや特色を生かしたカリキュラムが構築できる。 

例えば、水産海洋関連の教育を充実させる、ロボット関連の教育を充実させる、医療福祉

介護関連を充実させるなど、各 51 高専がそれぞれ特徴を持った高専の教育をすることを目

標としている。 

 

取組２：CBT（Ⅲ学修成果・教育成果の把握・可視化） 

（１）取組の概要 

平成30年度から、MCCの到達目標に対する到達状況をCBT（Computer Based Testing）

を活用して確認している。学生は、WEB 上でテストを受検し、MCC の到達度を確認する。 

到達レベルごとに基準となる指標を設け、作問は全国の高等専門学校で分担して行って

いる。レビュアーが問題を確認することでレベルを担保している。 

令和 2 年度現在では、数学、物理、化学、専門基礎科目についての試験が用意されてい

る。 
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（２）取組の成果 

CBT を導入していたことにより、コロナ禍において役に立ったことが成果の１つとして

あげられる。リモートでの授業においても、学生自身が授業を理解できているかについて自

己確認することができる。さらに、全国で共通で実施でき、非常に役にたった。 

 

（３）取組の工夫点 

①全国での結果の比較 

CBT は、全国すべての国立高専で実施するため、その結果を学校間でも比較することが

できる。自校は、基礎科目がどこが強く、どこが弱いかを把握することができるため、その

結果を受けて、各高専が教育改善や努力目標の設定をすることができる。 

なお、CBT 導入までに実施していた学習到達度試験（1 年生、2 年生で実施）において

も、各高専の結果の比較などを行い、教育改善に活用していた。 

 

②分野横断的能力（ジェネリックスキル）、実験スキルの可視化 

分野横断的能力（ジェネリックスキル）や実験スキルについても、可視化の取組を進めて

いる。分野横断的能力（ジェネリックスキル）については、PBL や卒業研究、グループワ

ーク活動などの評価指標として利用できるようにルーブリックの作成を進めている。実験

スキルはレベルごとの実験書モデルと評価指標を作成している。 

いずれも、拠点校を中心に開発・導入を進め、全国の国立高専に展開していく。 

 

 

取組３：全国の高専の教務主任による FD の実施（Ⅳ教学マネジメントを支える基盤） 

全国の高等専門学校が集まる機会も多く、その中で教学マネジメントに関する FD 活動

が行われることもある。例えば、2019 年には、教務主事会議（全国の高専の教務主事が集

まる会議）においては、教学マネジメントの特別委員会の委員を招いての FD 研修を実施し

ている。教学マネジメントの重要性について、全校での認識を共有した。 

さらには、各高専の DP について確認を行い、統一的な⾼専教育 DP の作成に向けての議

論を行っている。 

高等専門学校は全国ネットワークが構築されているため、教学マネジメント実施に向け
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て、各校への情報伝達がスムーズにできる。さらには、各学校に専門領域の教員がいるため、

各校で教学マネジメントに関する実践・改善を行い、その成果を共有していくことができる

ことが強みとなっている。 

 

 

 


